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はじめに 
 
 各地域において中核的・中心的機能を担っている都市は今後の地域振興の中心として、ま

た市町村合併等の地方分権の担い手として大きく期待されている。しかし、社会経済の変

化の中、各都市において様々な問題が生じている。その中で、中心市街地の衰退が大きく

取り上げられ、地方中小都市をはじめ、地方都市の核となる県庁所在都市にまで広がって

いる。 
これまで中心市街地は、さまざまな都市機能が集積し、新しい経済活動などを生み出し

たり、地域コミュニティーの中心として重要な役割を担ってきた。しかし、モータリゼー

ションの進展、中心市街地のアクセス環境の劣化、消費者の行動パターンの変化、高齢化

の進行などのインナー・シティー問題などを背景として、まちのスプロ－ル化と中心部の

空洞化（ドーナツ化現象）による都市中心部の居住人口の減少、郊外ロードサイドへの大

型店の大量進出、商店街の空き店舗の増加をはじめとする商業機能の空洞化など、中心市

街地の空洞化が深刻化している。 
ところで、いままで各自治体の都市計画の背景には人口増加・人口集中があったが、今

後、日本は急速な少子高齢社会に入っていき、確実な右肩上がりの経済はむずかしく、効

果的な財政投資をするために、今あるストックを効果的に活用していこうという動きにな

っている。少子高齢化などの動きに的確に対応しつつ、地域の活性化を図るため、都市計

画の中でも特に中心市街地をめぐる整備の方向性を明確化することが必要であり、そうい

う時期にきている。 
中心市街地活性化に関する研究や文献は多数あるが、これを検討すると、特に中心市街

地活性化＝商店街の活性化という捉え方が多い。本来、中心市街地には居住機能、商業機

能、行政機能、業務機能等さまざまな機能が集積しており、一概に、中心市街地活性化＝

商店街活性化にはならず、もっと多面的に総合的に政策を行う必要がある。そこで、本研

究ではとりわけ中心市街地の空洞化がすすんでいる地方都市に目を向け、自立した中核都

市規模のまちを対象に、今後の地方都市における中心市街地活性化を再開発のハード面と、

今後ますます進む高齢社会に対するソフト面の両方から、これまでの自治体のまちづくり

政策と中心市街地活性化法で位置づけられた TMO（Town Management Organization）の

政策をもとに、密度の高い都市居住地と合わせた複合的なまちづくりの可能性を考察して

いきたい。 
 第１章では、中心市街地活性化とは何かについて、中心市街地をめぐる都市構造の変化、 

地方都市における中心市街地空洞化の原因と背景について、中心市街地活性化における新

しい制度と支援策等これまでの活性化対策を通じて、何が中心市街地に求められているの

かを見ていく。 
 第２章では、第１章をもとに、地方都市における活性化の事例として、香川県高松市の

取り組みを取り上げ、高松市の中心市街地の概要、高松市の中心市街地活性化対策、高松
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市の中心市街地の特徴と課題をとらえ、地方都市における中心市街地活性化の問題点を指

摘していく。 
第３章では、高齢社会における中心市街地活性化の視角として、中心市街地活性化にお

いて高齢者が大きな起爆剤になるのではという考えを念頭に置き、高齢者とまちづくりの

経緯、高齢社会における中心市街地の役割、高齢者を含んだ中心市街地の活性化対策とし

て、高齢者が今後どのような位置を占めてくるのかを考察してみる。              
 おわりに、中心市街地活性化における課題と戦略として、今回の本論文作成を通じて自

分なりに中心市街地活性化対策を述べ、今後どのように中心市街地が形成されていく必要

があるかをまとめてみたい。 
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第１章 中心市街地活性化とは 
 
第１節 中心市街地をめぐる都市構造の変化 
 
「中心市街地の活性化」という言葉を今日よく耳にする。これは、中心市街地が空洞化

しており、なんとかしなければと考えられているからである。しかし、実際に生活してい

る人々にとってはどんな影響があり、どれだけ関心があるかは未知である。中心市街地は

本当に必要なのかといった議論になった場合、これまで一方的に中心市街地の必要性が前

提に事が進められてきた気がするが、不必要だと言う人も少なからずはいるはずである。       
その原因としては、自動車の利便性に慣れたことや、居住地域がどんどん郊外に行くに

つれ、商業機能等も中心部から郊外に広がっていくため、不便さを感じず、わざわざ中心

部に行く必要がなく、地価の高い所に住むメリットがわからないといったことである。 
この背景には、これまで中心市街地活性化＝商店街活性化ととらえられてきたからであ

る。この概念が居住機能の郊外化にともない、日常生活で商店街とかかわりをもたない住

民達の中心市街地活性化への関心や支持を減少させていると考えられる。だが、中心市街

地に存在する商店街が活性化することにより、郊外に住む消費者に直接的ではないが、間

接的に利益をもたらし、中心部周辺の居住を可能にし、賑わいを取り戻す可能性もある。 
よって、そのまちの住民たちが住みやすく、暮らしてみたいまちづくりとは何かを発想

の基本として、中心市街地の活性化基本計画（１）を策定しなければならない。要するに、

住むことに誇りを持てるまちづくりを行う必要があるのである。そのためには、中心部よ

り郊外のほうが得られる満足度が高いという概念を取り払い、中心部に住んでも、郊外に

住んでも満足度が変わらず、高齢者や子供たちにとって生活しやすい都市形成を行うこと

が求められる。そして今後、環境、福祉、教育といったソフト面を重視したまちづくりに

重点が置かれてくるのはまちがいない。そのためには、やはり「移動弱者」「交通弱者」に

とって生活しやすい中心市街地は必要であり、大きな位置を占めてくる。 
ところで、「まち」はこれまで長い年月の経過とともに形成され、その時代の社会経済状

況によって変化してきた。商店街を例にして考えてみると、以前は消費者にとって買い物

をする場所といえば商店街であったが、その後、民間による開発が進むにつれ、スーパー

マーケットや大型店舗が出現し、消費者は商店街だけではなく選択肢がいくつも増えた。

最近では、２４時間営業で一通りの商品がそろっているコンビニエンスストアがひとつあ

れば生活できるようになり、交通の便が悪い中小規模の自治体では、コンビニエンススト

アができることによって生活が大きく変わる地域もある。こうした中、さらに自動車の普

及、女性の社会進出等によって、消費者のライフスタイルが変化し、都市構造の変化とと

もに、現在では、商店街の存在はまさに危機的状況になっている。 
このようにまちづくりやその活性化を考えるとき、これまでの市街地が形成されてきた

背景、すなわち歴史をふりかえることにより、都市形成、暮らしの変化について再認識し、
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その時代、さらには、その先を見越したまちづくりを考えていかなければならない。 
そこで、中心市街地の活性化においてポイントとなる居住機能、商業機能の土地利用に

ついての歴史をふりかえり、中心市街地の都市構造の変化について見ていきたい。 
まず、水口俊典氏によれば、都市における土地利用の区分は、大きく５つに区分できる

と考えられる。（２） 

まず、戦後から１９６０年代前半までは、経済復興、地域開発と都市計画の課題が分け

られていないため、現代都市計画前史と位置づけられる。 
日本の大部分の都市は、戦災によって長い間形成されてきた市街地を失った。特別都市

計画法第１条第３項によると、全国で被災した都市は、２１５都市（沖縄を除く）で県庁

所在都市をはじめ、地域の核となる市街地が消失した。そのため、「戦災地復興計画基本方針」

では、東京など大都市の人口を抑制し、地方都市の振興を行うことを基本的な目標として、大き

な戦災を受けた地方都市において土地区画整理事業等の計画が実施された。  

その中で、戦後の既成市街地では、たび重なる火災、震災や戦災という経験を経て、木造

住宅をいかにして燃えにくくするか、すなわち、都市の防災性の確立を中心課題とした復

興計画が行われた。この時期に、戦災によって、住宅を失ったり、戦災復興で急激な都市

化による住宅不足を解消するために大量の住宅が必要となり、開発が容易な郊外に土地を

求めて住宅開発が進んだ。 
次に、戦災復興区画整理が一段落した１９６０年－７０年代の時期は、第１期「需要対

応と都市開発の体系化の時代」と位置づけられる。この時期は、人口の増加、核家族化、

そして高度経済成長時代であり、非常なスピードで都市化が起こった。首都圏や近畿圏な

どの大都市圏や太平洋ベルト地帯と呼ばれる地域に人口が集中したが、地方においても県

庁所在都市をはじめ、ほとんどの都市が成長した。経済成長と都市化を背景に、あいかわ

らず、都市への急速な人口移動が目立つこの時期の最大の課題は、郊外へのスプロール防

止であり、一戸建て住宅地の郊外への展開による優良農地と市街地との調整であり、１９

６８年に新都市計画法が成立し、都市計画の大きな転機となった。 
第 2 期は１９７０－８０年代で、第 1 期の乱開発をうけて、「問題解決と都市生活環境の

視点」と位置づけている。この時期は、木造住宅の建て詰まりと、居住者の高齢化、農地

の宅地化による、スプロール化の課題が顕著となった。そして、１９７４年の大規模小売

店舗法の施行により、大型スーパーマーケットが中心市街地に出店し、商店街との競争が

激化し始めた。この時期は、まだ、スーパーマーケットや大型店舗が郊外に出店するとい

うよりは、中心部で商店街と競争していたため、大きな空洞化は見られず、人々が集まっ

ていた。 
第３期は１９８０－９０年代で、線引きと開発許可制度の規制緩和が行われ、「構造再編

の始まりと民間開発誘導」の時期と位置づけられる。１９８０年代に入って、地方では市

街地の膨張により、都市計画区域外や市街地調整区域へも拡散が始まり、ＤＩＤ（人口集

中地区）（３）内の人口密度がどんどん下がっていった。地価高騰が著しく、郊外化がどんど
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ん進み、中心市街地の空洞化が目に見えるように現れ、地域発展に格差が生じた。そして、

無駄な投資が行われ、バブル経済が崩壊した時期でもある。 
第４期は１９９０年代以降で、「課題見直しとビジョン共有化」の時期と位置づけている。 

 バブル経済が崩壊したが、土地神話に対する考えは相変わらず存在し、中心部における

土地利用はみすぼらしいもので、空き地などは民間の駐車場になり、行政が住宅政策や核

となる店舗を誘致しようとするが、土地の確保と地価の問題でうまくいかず、中心市街地

の問題はさらに悪化し、現在に至っている。 
以上のように、日本の地方都市は市街地の成長・膨張期の歴史的な経緯によって、場所

としての特性も構造も持たず、中心を持たない空間になってしまった気がする。まちが、「文

明情報の伝達の場所であり、商品や広告、映画演劇など様々な形で具体的な文明情報が伝

えられる場所で、だから、まちは心の踊る場所であり、日常性を脱することができる場所

であり、心の階調と旋律の調整の場所である」（４）ためには、やはり、複合的な政策用途の

組み合わせがあってはじめて活気のある、楽しいものになる。 
 しかし、現実はそうもいかず、中心市街地において、高地価による土地取得の困難さと

自動車社会の進展により、都市機能がどんどん郊外に展開していき中心市街地の空洞化（５）

という現象が生じている。社会経済の変化にともない、都道府県、市町村などの行政施設

や病院などの医療施設、音楽ホールなどの文化施設をも郊外化している点には疑問を感じ

る。そもそも、公共施設は公のものであり市街地を形成する上で、開発に悪影響を与えな

いという前提で法律の適用を免れているはずであるのに、当たり前のように、市街化調整

区域に建てられているのである。 
 このように、中心市街地の問題を考えていくとき、ただ一つのテーマについてだけでな

く、様々な要素が絡み合って現在の状況に陥っているのであるから、広い視野で見ていか

なければならないが、その中でも特に、地方都市の場合、中心市街地の問題は、夜間人口

の減少、中心部の商業活動の衰退、従業者数・昼間人口の減少などを絡ませて考える必要

がある。中心市街地における居住機能はもとより、商業機能、業務機能をコンパクトに集

めることが求められる。ただハード面の整備だけでは、これまでの失敗をまた繰り返すだ

けであり、ソフト面にも積極的に力を入れていき、中心市街地の活性化問題に取り組んで

いくべきである。 
 次節では実際、地方都市における中心市街地の現状と対策の課題を見ていくが、その前

に、中心市街地とは何か、活性化とは何かについて再考察し、本節を締めくくりたいと思

う。 
まず、「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する

法律」（通称：中心市街地活性化法。1998 年 6 月 3 日公布、同年 7 月 24 日施行）において、

第二条に「１、当核市街地に、相当数の小売商業者、都市機能が集積しており、その存在

している市町村の中心としての役割を果たしている市街地であること。２、当核市街地の

土地利用及び商業活動の状況等からみて、機能的な都市活動の確保又は経済活力の維持に
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支障を生じ、又は生じるおそれがあると認められる市街地であること。３、当核市街地に

おいて市街地の整備改善及び商業等の活性化を一体的に推進することが、当核市街地の存

在する市町村及びその周辺の地域の発展にとって有効かつ適切であると認められること」

が中心市街地の対象とされている。 
そこで本研究では、中心市街地＝商店街ととらえず、とりわけ利用度、広域的交通機関

として人が集まる駅を中心としたまちづくりを念頭に置き、中心市街地について、「歴史的

に市町村の中心として発展し、駅を中心に都市機能が集積し、歩行圏内に人、もの、情報

の交流がある地域コミュニティーの中核をなしている区域」を中心市街地と定義すること

にする。 
次に、「中心市街地の活性化」とは、どのような状況になったら活性化になるのかについ

てであるが、この問題はたいへん難しく、中心市街地の活性化に取り組んでいる各自治体

の方々もはっきりとした回答をもっておらず、実際、私が中心市街地の活性化に関与して

いる方にお話を聞いた時も、頭を抱える場面は少なくなかった。 
では、そもそもまちづくりの原点は何かと考えたとき、それはコミュニティー活動の活

性化であると思う。なぜなら、コミュニティーは地域社会をもっとも小さい単位で考えた

ときの集合体であり、そこが住民自治の始まりだと考えられるからである。今回、様々な

文献、お話を聞いて活性化とは中心部における昼夜間人口の差を減らすこと、すなわち居

住機能の回復という声が多かった。確かに人が住むことによりコミュニティーが生まれる

かもしれないが、コミュニティー活動によって人が移り住んでくる、人が集まるといった

点で、私は居住機能の回復だけでなくコミュニティー活動の活性化も加えたい。 
これからの経済や社会状況の中で、高齢者や失業者、女性や学生が地域に密着したコミ

ュニティービジネスを展開したり、ＮＰＯに積極的に参加することによって生きがいを見

つけ、それが活性化につながるのではないだろうかと感じるからである。これまでハード

面における再開発等、目に見える政策が中心だったが、これからは抽象的であるがソフト

面である文化的な側面も必要不可欠になってきており、この点も活性化に含んで考えてい

かなければならないと思う。 
 
 
 
第２節 地方都市における中心市街地空洞化の原因と背景について 

 
第１節では、都市の形成と中心市街地について述べてきたが、ここでは実際、中心市街

地の現状と対策の課題について見ていく。そこで、まず中心市街地の問題を考えるとき、

大都市と地方都市を分けて考えていきたい。たとえば、中心部の夜間人口の減少において

は、大都市、地方都市ともに共通しているが、その特徴が異なり、どちらかといえば大都

市においては多少解消されつつある傾向がある。バブル経済が崩壊し、中心部の地価が下
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落するにつれ、中心部に居住機能が戻りつつあるからである。これまでの一戸建て志向か

ら、通勤時間や利便性を考え、マンションなどに住む傾向があらわれてきたからである。

一方、地方都市においては、まだ一戸建て志向が強く、中心部と比較するとまだ地価の安

い郊外に居住する傾向にある。これには、事業所等の働く場所の郊外移転、自動車の利用

率の高さなど、さまざまな原因が複雑に絡み合って生じている。 
このように、同じ中心市街地の問題でも、空洞化の背景や要因、ライフスタイル、公共

交通機関の発達等が、大都市と地方都市とではまったく異なり、中心市街地の問題を考え

るときには、別問題として考えていく必要がある。 
では実際、地方都市において、なぜ中心市街地と中心商店街が衰退したのか、その背景

を整理したいと思う。 
まず中心市街地の衰退は、空洞化すなわち中心部から、人口が郊外や大都市に流出して

いるからである。では、なぜこのような現象が起きたかというと、第１に、中心商店街の

存在の危機にも大きく関係する、大型店舗の出現である。昔は、現在のようなチェーン店

が多い商店街ではなく、自営業として各商店で専門の物を販売し、商売をおこなっていた。

ところが、大型店舗が出現することにより、その大型店舗に行けば、だいたいの商品はそ

ろっており、商店街のような各商店を、わざわざあちこち行く必要がなくなった。こうな

ってしまうと、商店街にとっては危機的な問題に発展し、もちろん反対運動が起こる。そ

れで１９４７年の大規模小売店舗法の成立につながった。 
しかし、中心市街地に大型店舗が進出してくることにより、商店街は危機にさらされる

が、結果的に見てみれば、大型店舗と商店街が共存していくことができれば、逆に、さら

に活気づいたはずであるが、中心商店街の利害ばかりが先行し、共存というより反対もし

くは足の引っ張り合いになってしまった。 
このように、大型店舗の出店による都市構造の変動が生じ、中心商店街を危機的に追い

やったが、現在ではさらに大型店舗、チェーン店、スーパーマーケットなどが、今度は郊

外に進出してしまい、消費者人口が中心市街地から郊外へと、どんどん持っていかれてい

る。中心商店街は、皮肉にも、中心部の大型店舗と今度は逆に手を組んで共存していかな

ければ生き残っていけない状況になってしまった。実際、核となる大型店舗がまだ存在す

る都市では、まだ中心部に活気があり、人が集まってきている。だが、これはあくまでも

県庁所在都市レベルの話で、ほとんどの都市で、中心部からは核としていた大型店舗が撤

退していき、核を失った中心市街地もしくは中心商店街は、人通りも少なく、雰囲気的に

暗くなっているのが現状である。 
第二は、モータリゼーションの進展である。日本は自動車産業が盛んであり、人々が自

動車を保有することにより、日本の産業は潤ってきた。だが、過剰ともいえるぐらい自動

車の保有率がどんどん増加し、かつては１世帯１台から、今では、２台、３台へとなって

いる。これは、交通渋滞だけでなく、騒音、排気ガスを悪化させ、環境にも悪影響を与え、

公共交通機関をも圧迫している。 
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まちには様々な世代の人々が生活しており、「交通強者」・「移動強者」もいれば「交通弱

者」、「移動弱者」もいる。「移動強者」にとってはやはり自動車は魅力的であり、便利であ

る。しかし、「移動弱者」にとっては公共交通機関の方が便利であるし、広域的に移動する

場合、公共交通機関しか手段がない。このまま自動車が普及し、自動車中心のまちになっ

てしまうと、採算性の問題から、公共交通機関の路線数や通行回数が減少し、自動車がな

ければ生活するのが困難になってしまう。地方都市の人口２０万人以下の自治体において

は、すでにこのことが顕著に現れており、子供たち、高齢者にとってはおそらく生活しづ

らい都市構造になっているのではないだろうか。 
そしてさらに、モータリゼーションの進展により駐車場問題も生じ、中心市街地から郊

外へと人々が流れていく要因の一つとなっている。地方都市では、ほとんど交通手段が自

動車のため、中心市街地に来たとしても、自動車を駐車するスペースがなく、あったとし

ても立体駐車場や２０分１００円といった民間駐車場ばかりである。このことを考えると、

アクセスが容易で、広くゆったりとした駐車スペース、無料で時間を気にせず過ごせる郊

外店に行った方がよいという気持ちになる。 
しかも、この駐車場問題がさらに、中心市街地の土地利用の弊害となっている。すなわ

ち自動車の駐車スペースを確保するために、中心市街地にある空き地や跡地を民間駐車場

にしているのである。これでは、せっかくの優良な土地が魅力的なまちづくりにつながる

かもしれないのに、駐車場ばかりの中心市街地になってしまう。だからこそ、公共交通機

関の利用促進が各自治体で叫ばれているのである。 
第三は、中心部における地価の高騰があげられる。これは、居住機能だけでなく、公共

施設、映画館や文化会館といった文化施設の郊外化をも引き起こした。自動車を利用する

「移動強者」にとっては利便性が向上したかもしれないが、学校や病院、図書館といった

施設は、どちらかというと「移動弱者」が利用する率が高い。そのため、このような施設

が郊外化することにより、そのような対象世代たちの利便性が低下する。しかも、それと

同時に、事業所や居住機能なども郊外化していくという悪循環を引き起こしている。公共

施設や文化施設は人が集まる絶好の場であるにもかかわらず、地価の高騰による土地確保

の困難さから郊外化を余儀なくされているのが現実である。 
このように、地方都市における中心市街地、中心部商店街の衰退は、大型店舗の出現、

モータリゼーションの進展、地価の高騰、公共施設・文化施設の郊外化、公共交通機関の

弱体化、人々のライフスタイルの変化など、様々な要因が複雑に絡み合って生じている。   
各自治体においても、中心市街地の問題は、まちづくりの重要な問題ととらえ、どうに

かしなければと日々取り組んでいるが、実際に中心市街地の活性化を達成した自治体は数

少ない。ここまで錯綜した問題を容易に解決することは難しく、ましてや、すべての自治

体がとなると不可能に近い。 
そこで、活性化の可能性を秘めている県庁所在都市レベルの状況を見ていきたい。 
まず、居住機能であるが、これは各自治体の大小に関係なく、１９５０年代から、人口
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の減少と高齢者の増加が強まっており、平均して、過去 20 年間に人口は２－４割減少し、

現在の高齢化率は２－３割に達している。 
業務機能は、地方中枢都市（政令指定都市）、準地方中枢都市（県庁所在都市でも、とり

わけ広域的に地域に大きな影響を与えている都市）、および一部の県庁所在地クラスの都市

では集積が続いており、そして、一部の県庁所在地クラスの都市とそれ以下のクラスでは、

徐々に郊外化が進行している。（６） 
商業機能は、地方中枢都市では、百貨店、専門店ビルの新規投資が行われており、車利

用者もいるが公共交通利用も多く、中心商店街は活気がある。郊外の大型ショッピングセ

ンターや副都心の集積と十分住み分けができている。準地方中枢都市は、大型店新規投資

ができるかできないかの境界線上にあり、車利用が中心だが、鉄道、バス利用もあり、中

心商店街が繁栄を続けるか衰退するかの境界線上にある。郊外型ショッピングセンターに

は対抗できるが、郊外の超大型ショッピングセンターとは競合する。一部の県庁所在地ク

ラスは、大型店の新規投資はあまり見られず、車利用が中心であり、中心商店街の活気は

とどまっている傾向にある。しかも通常クラスの郊外型ショッピングセンターとも競合す

る傾向がある。県内第二都市クラスは、百貨店が存在できるかできないかの境界線上で、

大型店の新規投資はほとんどなく、既存店の撤退が相次ぐ。公共交通利用は例外的で、中

心市街地は衰退傾向にある。郊外型ショッピングセンターにも負けてしまう傾向がある。 
このように、これまで各都道府県の中心的役割を担ってきた県庁所在都市でも中心市街

地の問題は深刻になっていることがわかる。このまま、無策で中心市街地の空洞化を野放

しにしてしまうと、各都市そのものの魅力もなくなり、アイデンティティーが失われてし

まい、どのまちも画一的で一緒の顔になってしまう。人にたとえると、みな同じ顔や性格

だと楽しくもないし、新しい発見もない。違う顔があり、様々な性格を持っているからこ

そ人は成長していくのである。いままでのまちづくりでは限界があり、時代に錯誤してい

るのは誰しもがわかっていることであり、望んでいない。だからこそ、これからは今まで

の反省をふまえ、新しい施策を考えていかなければならないのである。 
 
 
 
第３節 中心市街地活性化における新しい制度と支援策  
 
地方都市において中心市街地の問題は深刻であり、大きな課題であることがわかった。

このまま、中心市街地の空洞化や核となっている商店街の衰退を黙って見ているだけでは、

各自治体の顔、シンボルがなくなっていき、アイデンティティーが消失してしまう。 
そこで、都市の整備と商業の振興を一体的に推進し、中心市街地を活性化させようと「中

心市街地活性化法」が制定された。 
この制度は、各自治体ごとに空洞化の状況や都市形成が異なるために、地域の特色や、
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地域の住民、商業者などの意向を十分に反映するために、市町村の役割を重視している。    
国は、市町村の基本計画の指針等になる基本方針（７）を作成し、公表する。そして、中

心市街地活性化を支援するために、「中心市街地活性化関係府省庁連絡協議会」を設けて、

市町村に対する効果的な支援のあり方などについて意見交換を行い、さらに、関係８省庁

（制定当初は１３省庁）で総額数千億円から一兆円規模の国費を確保し支援を行っている。 
たとえば、２００１年度当初予算（８）を各省庁ごとに見ていくと、経済産業省は１，０

８１億円（市町村もしくは第３セクターによる商業基盤施設等の整備、中心市街地におけ

る創造力あふれる中小小売業の育成、都市型新事業の立地促進）、国土交通省は６，０１６

億円（まちなか再生を促進する面整備事業、道路・公園・駐車場等の都市基盤施設等の整

備、住宅・建築物の整備、鉄道・物流・港湾機能等の強化）、総務省は１，２４９億円（中

心市街地活性化のための基本計画の策定や施設整備等に対する支援、中心市街地再活性化

のための情報通信基盤の整備等に対する支援、郵便局を活用した中心市街地の活性化）、農

林水産省は９８億円（食品販売業者等の活性化、卸売市場の施設整備）、文部科学省は１２

１．２億円（ソフト策等への支援、公益施設等の整備）、厚生労働省は２，９８９億円（魅

力ある商業集積の形成等、居住環境の整備、公益施設等の整備）、警察庁は１７１億円（交

通安全施設等整備事業）、内閣府は国土交通省内に含まれるといった内容である。 
一方、各自治体においては、国の基本方針をふまえ、一定の条件を満たす区域を「中心

市街地」と定めて、基本計画を作成し、それをもとに中心市街地の活性化が行われている。 
中心市街地活性化法に基づく各自治体の基本計画の提出件数は 2001年 10月 22日におい

ては 447 市町村（458 地区）であり、中心市街地活性化推進室の資料により試算してみた

結果、基本計画を提出した４４７市町村（４５８地区）における人口と中心市街地の申請

面積についてまとめてみると、申請している都市の人口規模は２０万人未満が多く、中心

市街地の面積としては群馬県沼田市の１０ha から福島県郡山市の９００ha までかなりば

らつきがあるが、ほとんど１００ha 前後の都市が多い。 
この申請面積においては、中心市街地活性化法では中心市街地の規模について人口、面

積的な規定は設けてない。確かに各自治体によって地域の特徴が異なるため、まばらにな

るのは仕方ないが、広く浅くではなく、重点的に意味のある活性化をすすめていくために

は、ある一定の基準を設ける必要があるのではないだろうか。 
 では、中心市街地活性化法のもと作成された、このような基本計画をどのように実施し

ていくかであるが、これにはＴＭＯ（タウンマネージメント機関：認定構想推進事業者。 

ＴＭＯ＝Town Management Organization）という組織が計画実施の担い手となる。ＴＭ

Ｏとは欧米のモデルを通産省（現・経済産業省）が導入したものであり、その定義は、「中

心市街地の商業集積を一体と捉え、業種構成、店舗・テナント配置、基盤整備およびソフ

ト事業を総合的に推進し、中心市街地の商業集積の一体的かつ計画的な整備をマネージ（運

営・管理）する機関であり、時には、施設の建設主体となることもある」（９）としている。 
 ＴＭＯになれる者は、商工会議所、商工会、第３セクターの特定会社（大企業の出資割
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合が２分の１以下であり、地方公共団体が発行済株式会社の総数または出資金額の３％以

上を所有または出資している会社）、第３セクター公益法人（基本財産の額の３％以上を地

方公共団体が拠出している財団法人）である。 
ＴＭＯのパターン（11）としては図表のように、大きく５つに分けられる。パターン１は、

ＴＭＯが企画調整に徹する場合である。このタイプは、中心市街地にかかわる諸組織を調

整する役割を果たし、事業を実施するのは従来の商店街の組合等であり、ＴＭＯがプロデ

ューサーの役割をする。パターン２は、ＴＭＯが事業を実施する場合である。ＴＭＯが企

画・調整から事業の実施まで、多くの役割を果たす。パターン３は、ＴＭＯが企画・調整

し、商工会、商工会議所、第３セクターが事業を実施していく場合である。中心市街地の

規模が大きくなってくると、企画・調整機能をもつＴＭＯでは事業がやりにくくなる可能

性が高く、一方で従来の商店街の組合等では担いきれなくなるため、ＴＭＯとは別の主体

が事業を実施することになる。パターン４は、ＴＭＯが事業を実施し、商工会、商工会議

所、第３セクターも事業を実施していく場合である。ＴＭＯと第３セクター等が組織の特

性に応じて事業を行うもので、たとえば、ＴＭＯは効果がより広く及ぶような事業を引き

受け、第３セクターがその性格に応じた事業を手がけるといった分担関係が形成される。

パターン５は、ＴＭＯを事業部制にする場合である。ＴＭＯが取り組む事業が複数あり、

ＴＭＯがすべての事業を行うのか、または一部の事業は他の主体が行うのかが求められる。

たとえば、ＴＭＯが中心市街地全体について行うべき事業があり、一方、個別に再開発事

業について管理運営を含めて行うことが無理な場合に、新たな第３セクターの設立が困難

であれば、ＴＭＯを事業部制にすれば解決できる。 
このように、ＴＭＯといってもいくつもパターンがあり、それぞれ特徴を持っている。

よって、ＴＭＯのパターンを地域の状況に応じて、どのような組織体制を組んでいくかが

タウンマネージメントを実施していく際に重要となってくる。 
２００１年９月１４日現在、全国で TMO に認定されている自治体は１７５団体で、母体

の対象が商工会議所である自治体は１００団体、商工会は２２団体、特定会社（第三セク

ター）は５１団体、財団法人は２団体である。 
ＴＭＯになるには、まず中心市街地の活性化に向けて実施する予定の事業の概要と、事

業の実施によって期待される活性化の効果について記載した「ＴＭＯ構想（中小小売商業

高度化事業構想）」を市町村の基本計画をもとに策定する。そして、この「ＴＭＯ構想」を

市町村が認定したらはじめてＴＭＯになれる。そして、認定を受けた後、TMO は「ＴＭＯ

構想」をもとに「ＴＭＯ計画」を策定し、事業を実施していく。 
ところで、中心市街地を活性化していく上で、大きく期待されているこの TMO であるが、

必ずしもうまく機能するわけではなく、問題点もある。 
たとえば、第三セクターによる失敗例として、佐賀市の「株式会社まちづくり佐賀」の

破産がある。（11）佐賀市の中心商店街の活性化を担って１９９８年４月にオープンした「エ

スプラッツ」とその管理運営を行ってきた「株式会社まちづくり佐賀」が２００１年７月
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１１日に破産したのである。これは、再開発組合、中心商店街、佐賀市の３者で進めてき

た計画であったが、当初から売り上げは低迷しており、オープン２年目でテナント売り上

げが約４０億円の後、毎年３％ずつ売り上げが伸びるはずであったが、実際は２０億円前

後にとどまり結果的に破産に陥った。原因としては、当初の経営計画の甘さと、第三セク

ターで、誰が主体となるか責任の所在があいまいだったことがあげられる。 
ＴＭＯにおいては、①採算性の見通しや、②TMO は補助事業であるため、補助金目当て

に実効性のない計画を策定したり、③商工会議所や商工会が母体になる場合、結局は従来

の商店街活性化だけにとどまるおそれがあったりと、問題点はあるものの、中心市街地の

活性化の中心的役割を担う組織だけに、TMO の活動次第でまちが大きく変わってくる。 
中心市街地の問題は、そこに住む人々みんなで考えなければならない問題であり、こう

いった TMO の組織や行政だけに任せるだけでなく、民間による民間投資や、NPO やボラ

ンティアといった形で、一般の人々も参加して、まち全体で取り組んでいく必要がある。

行政、民間、住民と協働によるまちづくりが叫ばれているが、これはまちづくりの根源で

あり、協働なくして中心市街地の活性化は生まれてこないはずである。 
 
 
 
図表１－１ ＴＭＯのパターン化 
 
パターン１ 

 
パターン２ 
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パターン３ 

 
パターン４ 

 

パターン５ 

 

出所：タウンマネージメント推進室ホームページ 
   http://www.life-page.co.jp/tmo/frame02-2.htm 
 
 
 
（注） 
１）中心市街地活性化法第６条 「市町村は、基本方針に基づき、当該市町村の区域内の

中心市街地について、市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する基

本計画を作成することができる」 
２）水口俊典『土地利用計画とまちづくり ‐規制・誘導から計画協議へ‐』（学芸出版社，

1998 年）16 頁－27 頁。 
３）１９６０年の国勢調査のときに、都市的地域の特質を明らかにする新しい統計上の地

域単位として「DID（Densely Inhabited District）」が設定された。 
４）蓑原 敬、河合良樹、今枝忠彦『街は、要る！ 中心市街地活性化とはなにか』学芸

出版社，2000 年） 24 頁。 
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５）ここでの空洞化は、若い世代の大都市進出や郊外への居住による、中心市街地におけ

る高齢化と商店街の空き店舗による商業の衰退を指す。 
６）日本政策投資銀行地域企画チーム『自立する地域 その課題と戦略』（ぎょうせい，2001

年）170 頁 
７）中心市街地活性化法第８条 「主務大臣は、中心市街地における市街地の整備改善及

び商業等の活性化の一体推進に関する基本的な方針を定めなければならない」 
８）中心市街地活性化推進室のホームページ  

http://www.ias.biglobe.ne.jp/madoguchi-go/frame/f-shiryo.htm 
９）大川照雄、大川道一、宮庄秀一『都市型社会のまちづくり 中心市街地活性化と TMO

の実践』（同友館，２000 年）104 頁－140 頁。 
10）タウンマネージメント推進室のホームページ http://www.life-page.co.jp/tmo/ 
11）佐賀市役所のホームページ。 
  http://www.city.saga.saga.jp/doc/62e55d49b6b4e5a149256aa00021bc2a.html 
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第２章 地方都市における活性化の事例 －高松市の取り組みを例に－ 
 
第１節 高松市の中心市街地の概要 

 
今日、中心市街地の空洞化の原因を把握し、その解決策として新しい制度が確立され、

本格的に中心市街地の活性化にむけ各自治体が動き出した。そこで、実際に中心市街地の

状況を把握するにあたり、比較的小規模都市の中心市街地は存続が難しいこともあり、①

自立的に産業を行っていくことができ、地方都市の中核的役割を果たしていくことのでき

る県庁所在都市レベル（政令指定都市を除く） ②人口 300,000 人以上の都市規模 ③2001
年 5 月 21 日現在で中心市街地活性化法に基づき、市町村が中小小売商業高度化事業構想

（TMO 構想）を認定し、TMO となった団体（136 団体） ④歴史的に市町村の中心とし

て発展してきた都市 ⑤鉄道駅を有する都市、といった５つの条件を満たす都市を研究調

査の対象に位置づけ、検討してみたい。 
研究調査の対象には、香川県の高松市の事例を取り上げるが、全国の地方都市と同様、

中心市街地の空洞化が進んでいる高松市をあえて取り上げたのは、都市構造、昔からのノ

ウハウを生かしたまちづくりと、他の都市と比較すると活性化の可能性があるのではない

か、また、地域における拠点として、中心市街地だけでなく高松市全体が活性化する必要

があるからである。地域における拠点というのは、大都市圏は東京２３区、名古屋市、大

阪市、北海道は札幌市、東北は仙台市、中国は広島市、九州は福岡市と、各地方ごとに核

となる政令指定都市レベルの都市が存在する。しかし、四国にはそのようなレベルの都市

は存在しないが、四国の玄関口である高松市は、その役割を担う都市であるはずである。

だからこそ高松市が四国の拠点として発展していく必要があるからである。 

高松市は、４００年前の１５５８年（天正 16 年）に豊臣秀吉の家臣、生駒親正が玉藻浦

に居城を築いて高松城と名づけたことに由来し、以後城下町として発展することになった。

生駒氏は 4 代 54 年間続いた。１６４２年（寛永１９年）に松平頼重(水戸光圀の兄)が常陸

国より封ぜられたあとは、松平家が１１代２２０年間続き、幕府の親藩として政治的にも

重要な地位を占めるようになった。 
近年では、四国における｢中枢管理都市｣｢商業都市｣として発展し、面積は、１９４．２

４K ㎡、人口は２００１年６月現在で３３３３６５人である（１９９９年４月１日に中核

市に移行）。人口については、１９８５年からほぼ横ばいで、世帯数は，増加傾向を維持し

ており、核家族化の傾向が続いている。また、少子高齢化が進行しており、６５歳以上の

人口割合は、１５％に達している。昼夜間人口比率は１１３．５%、通勤圏人口は、約８４

万人と地域の就業拠点として機能しており、四国の県庁所在地では最も規模が大きい。中

枢管理都市としての位置づけとしては、旧郵政省を除くすべての政府出先機関があること

から、大手企業の四国支店が集中しており、これが高松市の大きな経済活力につながって

いる。産業別では卸・小売・飲食業とサービス業への就業比率が極めて高い。 
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本州と四国を結ぶ本四三橋のひとつ瀬戸大橋の開通による高松市への影響は、かつては

瀬戸大橋のたもとである坂出市や宇多津町への大型店の出店によって、大きな影響が出る

おそれがあったが、実際、本州四国連絡橋公団の巨額の赤字にも現れているように、当初

の見込みを大きく裏切ることとなり、ほとんど人が流れていかず、ヒアリングを通じても、

高松市の商業に対する瀬戸大橋の影響はそれほど大きく現れていなかった。むしろ高松市

内における大型店舗の進出の方が中心市街地に与える影響は大きかったことを強調してい

た。 
高松市の大型店舗の出店状況を見てみると、図表１からわかるように、年々微増である

が増加しており、立地場所としては、大部分が郊外に進出しており、１９９８年に店舗面

積４４２８７㎡の「ゆめタウン高松」の出店は、中心市街地に大きな影響をもたらした。

中心市街地の空洞化が問題となっている中、このような大型店舗の郊外への出店、さらに

一方では、親会社の「そごう」の倒産にともない、四国最大級の規模を誇り市街地活性化

の切り札であった「コトデンそごう」のわずか４年弱での経営破たん（現在は天満屋が後

継店舗）が追い討ちをかけ、問題をさらに深刻化したと中心市街地問題に取り組んでいる

関係者は頭を抱えていた。 
 

 

 

図表２－１ 高松市内における大規模小売店舗の出店推移   

  第一種   第二種   総合計   

  店舗数 店舗面積（㎡） 店舗数 店舗面積（㎡） 店舗数 
店舗面積

（㎡） 

1991 年 14 63365 65 61093 79 124458

1992 年 7 45501 72 76779 79 122280

1993 年 7 46870 78 82571 85 129441

1994 年 7 47553 81 87070 88 134623

1,995 年 9 73703 86 95788 95 169491

1996 年 11 85159 88 97543 99 182702

1997 年 16 138850 89 101259 105 240109

1998 年 23 225206 104 119376 127 344582

1999 年 23 237727 106 120545 129 358272

2000 年 23 250567 102 116499 125 367066

 ＊第一種大規模小売店舗は、1992 年 1 月に種別境界面積を引き上げ 

出所：高松市商工会議所「TMO 高松」  
 『平成１１年度 TMO 高松事業構想推進・計画策定検討事業（コンセンサス形成事業）報 

告書』 
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私も実際、郊外の大型店舗に足を運び訪れてみたが、消費場所としては確かに各フロア

ーに様々な商品がそろっており買い物しやすいし、ゲームセンターや遊び場といった子供

たちが楽しく時間を過ごせる場所がそろっているが、ちょっと違った視点に立ってみると、

どこのまちに行っても画一的で、見慣れた風景というのが率直な感想であった。また、店

舗面積が広すぎて、逆に高齢者にとっては買い物しづらい環境のようにも受けとれる。お

そらく客のターゲットとしては自動車を利用する人や家族を対象にしていると思われるが、

これでは、あたかも「移動強者」と「移動弱者」、各世代ごとに住み分けをして生活を行っ

ている感じがする。まちというものをもう一度考え直してみると、まったく知らない人々

が行き来し、各世代ごとが交わることによって偶発的になにかが生じ、文化やそのまちの

雰囲気が生まれてきた気がするが、地方都市に代表される郊外への大型店舗の進出は、い

ままでのまちという概念を徐々に忘れさせているような気がする。 
高松市の中心市街地の状況はどうなっているかというと、市全体の人口がほぼ横ばいで

あるのに対して、中心市街地の人口は１９９０年から１９９５年にかけ、－９，３％とな

っている。また、高齢化比率も２２，６％と市全体を大きく上回っている。中心市街地の

商業活動の状況は、１９９４年から１９９７年にかけて、小売業の商店数で－８，１％、

従業員数で－２，８％、年間商品販売額で－１３，１％となっており、今後さらに空洞化

が進むおそれがある。 
高松市の中心市街地の面積は２５０ha で、JR 高松駅（サンポート高松内）、高松琴平電

鉄瓦町駅周辺、中央商店街等を含めた都市計画法上の商業地域、サンポート高松港湾基盤

施設整備区域であるが、その中で、中核をなす中心商店街は、丸亀町、兵庫町、片原町西

部、片原町東部、ライオン通り、南新町、常磐町、田町の８つの商店街で構成されており、

これらの商店街は、すべてアーケードが整備され、アーケードの総延長は２，7km で、三

越を核店舗に、高松市の中心部としての役割を担っている。中心商店街の所在町の人口は、

１９９１年は５２８７人、１９９４年は５０３５人、１９９７年は４６０３人と中心部の

人口が年々減少しているのがわかる。空き店舗については、図表２、３、４からもわかる

ように、全フロアー、一階ごとに見てみても、年々増加しており、昔から営業を行ってい

た商店は店をたたみ、代わりに１００円ショップやコンビニエンスストアーなどチェーン

店が出店しているのが目につく。この傾向は、全国の地方都市に共通している現象で、各

都市の中心商店街も全国一律になりつつある。 

中心商店街の核をなす高松丸亀町商店街の問題点を指摘してみると、①現状主要な顧客

層でありながら、40 代は魅力の低下を指摘し、婦人服を基調とするファッションタウンと

して評価しながらも、自分の好みに合う品揃えの不十分さを指摘している。魅力はあるが、

買いたい品揃えになっていない。商店街には従来とほぼ変わらず頻繁に来街するが、進ん

で消費できる品揃えになっていない。実際に、来街するターゲットごとに魅力ある品揃え

対応になっていない。②ゆっくり、じっくり楽しめる買い物環境になっていない。魅力あ

る店舗・品揃えの未充実、駐車場・自転車の問題、気楽に休める小公園、施設の不足、飲
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食・喫茶施設の不備等。③ターゲット層の絞り込みすぎ、があげられる。 
このように、全国的には相対的に活気のある高松市の中心市街地でも問題点が山済みで

あり、中心市街地の空洞化、衰退が進んでいる。中心市街地を何とかしなければと、全国

的に取り組まれている今こそ、積極的に取り組んでいかなければ、２１世紀の都市間競争

に生き残っていけないのは確かである。  
 
 
 

図表２－２ 商店街別空き店舗の推移（全フロアー） 

  兵庫町 片原町 片原町 ライオン 丸亀町 南新町 常磐町 田町 合計 

    西部 東部 通り           

1995 年 5 8 7 23 3 2 8 8 64

1996 年 7 10 12 20 2 1 6 7 65

199７年 8 7 12 27 6 5 3 7 75

1998 年 13 9 13 34 11 6 7 8 101

1999 年 18 11 7 31 20 5 10 15 115

 
図表２－３ 商店街別空き店舗の推移（１階） 

  兵庫町 片原町 片原町 ライオン 丸亀町 南新町 常磐町 田町 合計

    西部 東部 通り           

1995 年 4 3 6 14 1 1 6 6 41

1996 年 4 6 10 14 2 1 5 5 47

199７年 5 2 10 17 4 4 2 5 49

1998 年 8 4 11 19 6 6 5 6 65

1999 年 12 7 5 19 10 4 6 10 73

 
図表２－４ 事業所総数 

  物販店 飲食店 その他 空き店舗  合計 空き店舗率

兵庫町 46 19 50 16 131 12.20%

片原町西部 48 15 8 11 82 13.40%

片原町東部 19 13 16 7 55 12.70%

ライオン通り 67 108 19 31 225 13.80%

丸亀町 119 7 31 20 177 11.30%

南新町 76 12 27 5 120 4.20%

常磐町 53 17 37 10 117 8.50%
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田町 63 13 345 15 126 11.90%

合計 491 204 223 115 1033 11.90%

出所：高松市商工会議所「TMO 高松」 
『平成 11 年度 TMO 高松事業構想推進・計画策定討事業報告書』 
 
 
 
第２節 高松市の中心市街地活性化対策 
  
高松市の中心市街地の空洞化、中心部の衰退をなんとかしなければと、高松市において

は、中心市街地活性化基本計画の受け皿として、高松市商工会議所が TMO 高松事業構想推

進・計画策定検討事業（以下、「TMO 高松」と呼ぶ）として、商業タウンマネージメント

事業構想を作成した。 
本来、市町村の基本計画が策定された後に、具体的な TMO 構想が策定されるのが順序で

あるが、「TMO 高松」では、高松市と並行して行うことにより、基本計画に商工会議所や

商店街の意向が反映できるのではないだろうかと思い、商工会議所の第３６９回常議員会

の承認を得て、TMO を引き受けた。この助成事業名は「コンセンサス形成事業」であり、

香川県企業振興公社の助成を受けて行われている。 
現行のＴＭＯ高松は、第１章にあげた図表１－１におけるケース３であるが、将来の事

業推進にはケース４への移行も考慮して継続検討している。ケース３の体制で実施できる

事業は、単独で実施可能な企画調整と管理受託である。だがケース４の体制になれば、事

業範囲が広がり、自主財源を確保しＴＭＯの直営事業を長期的に継続することも可能にな

ってくる。  
TMO 高松の基本理念は、まず第一に、シンボルゾーンの再生である。中心部の活性化に

おいては人を引きつけるための目玉となる物が不可欠で、高松市では、地域のアイデンテ

ィティーである瀬戸の都として海を中心に、日本三大水城の一つ高松城（玉藻城）、商店街、

栗林公園、そして県と市で実施しているサンポート高松を活性化基盤として再生していく

ことを挙げている。高松市は海と共に成長してきており、歴史的で、景観を重視した街づ

くりは大きなポイントである。 
第二に、まちなかの多様な集積を活用し、多発的な活性化をめざすことである。中心部

に集積した、公共公益施設、文化施設、業務施設、病院等は、中心市街地活性化・まちな

かを再生するための豊かな資源であり、情報社会、高齢社会の社会環境の変化に常に対応

できるためにも不可欠である。高松市は、他の自治体と比較してみると、旧郵政省を除く

政府出先機関がすべてあり、大手企業の四国支店が集中しているため、これらの業務機能

が経済活力につながり、中心市街地活性化に可能性を秘めている。 
第三に、商店街の構造改革である。消費者のライフスタイルが変わり、これからは、物

 21



を売る商業機能だけでなく、多種多様なサービス機能をいかに魅力的に付加価値として提

供していくかが大切である。 
第四に、ビックプロジェクトとスモールプロジェクトである。この位置付けはまさに、、

「激化する競争条件に適応した改革が実効性を獲得し、競争に勝つ。つまり、再開発に代

表されるビックプロジェクトは強い力で活性化し、また、テナント・ミックスに代表され

るスモールプロジェクトは先進の輝きで活性化に点火し、活性化を面的に展開する。」（1）

という考えである。 
第五は、地域と連携して、まちなかに生きるである。活性化において大切なことは、中

心部に人が居住することである。これは、簡単なようで難しく、地価の問題等あるが、活

性化の最終目標はやはり、郊外に出ていった人たちをいかにして中心部に呼び戻すかであ

る。 
この 5 つの基本理念を基に、「TMO 高松」においては、①片原町西部商店街アーケード

等整備事業、②ときわレンガアベニューカラー舗装整備事業、③中央商店街南部 3 町ドー

ム改 設事業、④南新町商店街アーケード改設事業、⑤高松丸亀町商店街 A 街区第一種市

街地再開発関連事業、⑥高松丸亀町商店街 G 街区第一種市街地再開発関連事業、⑦テナン

ト・ミックス管理事業、⑧空き店舗対策事業、⑨ソフト事業等の企画調整、⑩情報関連先

進事業、⑪ショッピングバスモデル事業、⑫シースルーシャッター整備事業、⑬駐車場共

同利用体系見直し事業の全 13 事業を事業内容として取り組んでいる。 
では、実際にその中身を検討していきたい。（２）TMO の定義にもあるように、TMO 高

松の事業は幅広く、重点度の高いものから低いものまで様々である。そこで、中核をなす

高松丸亀町の市街地再開発事業、中央商店街南部 3 町ドーム改設事業とソフト面を中心に

高松市の中心市街地の活性化策を見ていきたいと思う。 
まず、高松丸亀町の市街地再開発事業であるが、高松丸亀町商店街は、これまで様々な

活性化事業、たとえば、１９８４年にアーケードをカラー舗装し、商店街駐車場を２ヶ所

建設したり、１９９２年には第３駐車場とカルチャー会館を建設、１９９５年にはイベン

トホールの建設、このほかにも中心商店街共同のポイントカードの発行など、活性化に必

要な事業を行ってきた。 
現在は、土地は従来の権利変換を行わずに、定期借地権を設定して借用し、この借地に

建物を建設し、保留床をまちづくり会社が一括して取得し管理運営する仕組みの事業を行

っている。再開発には多額の予算が必要になってくるが、高松丸亀町商店街は商店街駐車

場からの収益が非常に大きく、その収益を再開発事業積立金としてきた。 
１９９０年に「丸亀町再開発委員会」を設置し、すでに TMO 高松の事業にもある、高松

丸亀町商店街 A 街区第一種市街地再開発関連事業、高松丸亀町商店街 G 街区第一種市街地

再開発関連事業の２つの街区の都市計画決定が決まっているが、通常では、市街地再開発

事業は構想から完成まで約２０年かかると聞くが、行政主導ではなく、商店街主導である

からこそできることであり、この点を見ると高松市における中心市街地への取り組みは非
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常に積極的に感じる。 
再開発事業の計画は、４７０メートルある街路を A－G の７ブロックに分け、商店街全

体を再構築する計画である。７ブロック全体のコンセプトは「コミュニティーガーデンふ

れあう街」である。「まちに必要なのは人との出会いであり、広場が核テナントであり、個

性豊かな飲食店が人を魅了する」という考えは、讃岐うどんで有名な香川県だけに地域の

特産を武器にし、従来の消費機能の重視から意識改革が見られるのが大きな進歩のように

感じられる。 
A ブロックは、広場や、コミュニティー施設、ショップ、レストラン、住宅などで構成す

る計画で、G ブロックにおいては、お祭り広場を中心に、ショップ、飲食店、温泉のほか、

讃岐うどんを核としたミュージアムショップで構成する計画である。 
施設構成からみると、採算性が合わないように感じるのが率直な意見である。再開発事

業は保留床を買い取って、事業採算が取れる施設、高い賃料を支払える施設、公共施設に

あてるというのが前提で行われてきたことで、土地の高度利用を目的としており、土地価

格を床価格に置き換えるため、高階層になってしまう。だが、高松丸亀町商店街の市街地

再開発事業は、再開発事業が目標ではなく、まちの魅力を高める手段としてとらえている

ようである。 
ところで、この取り組みで注目したい点は、TMO であるが、完全なる TMO ではないと

いう点である。たしかに、商店街、地権者、高松市が出資し、「高松市丸亀町まちづくり会

社」が１９９９年に設立され、第３セクターになったが、高松市からの出資は少額である。

これには、高松市からの出資比率を低くすることにより、議会などの制約を受けないのを

狙いにしている。行政は必要最小限の支援にとどまっているのである。そのかわり、事業

に対するリスクが、地権者とまちづくり会社（商店街）が分担する仕組みになっているが、

仮にテナント料がうまく入らなくても、借地料が減る程度で、ビル取得に関わる借入金は

返済できる資金、運営プランになっているのである。 
 次に、中央商店街南部 3 町ドーム改設事業（現在は４町パティオ）であるが、この事業

はたいへん興味深いものであり、再開発は予算の無駄と考える人もいるが、あえてこの再

開発事業の必要性を強調したい。 
高松市の中心市街地だけにかかわらず全国の都市にも共通して言えることは、ゆとりの

ある空間がないということである。たとえば、イベントなどを行うにしても場がなければ

成り立たない。その場の確保が各都市に求められている。 
図表２－５を見てもわかるように、高松市の中心市街地には４つの広場として利用でき

る場がある。特に広場の再整備を行おうとしている４町パティオは、通行量調査では中央

商店街では一番多いという結果が出ている。しかし、たしかに通行量は多いが、実際、広

場として機能していないのが現実である。無人の交番が設置されており、その裏に小スペ

ースの広場があるが、若者等が集まり、広い世代が行き来しやすい環境になっていないこ

とや、広場の魅力としても、「特になし」のように景観の魅力にも欠けているのである。 
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さらに、高松市の中心市街地は、アーケードの整備の成果なのか通行量が多い分、自転

車の量も多い。これから中心市街地が活性化してきたとしても、徒歩以外に自転車が多く

利用されるのはまちがいない。自転車対策として、駐輪場問題はこれから大きな課題にな

ってくるのは確かであるし、現にその問題が顕著に現れている。 
そこで、この広場としての場の確保問題、自転車対策の駐輪場問題を解決していく手段

として、「パケットパークの再整備ならびに駐輪場の設置」、「中央商店街南部三町ドーム改

設事業」を含む中央商店街南部 3 町ドーム改設事業（現在は４町パティオ）は必要不可欠

だと思われる。 
最後に、活性化においてこれから重視されていくソフト面について見てみるが、活性化

においては、この仕掛け作りがたいへん難しいのは、誰しもが感じていることである。で

は、高松市ではどのような取り組みが行われているかであるが、１５人ぐらいの市民（地

域住民）がボランティア団体「まちなか応援隊」（３）を結成し、イベント事業の一環として

の「音楽祭」を独自で企画し、実行するといった事例が見られる。 
この例は、従来の行政などが企画して、それに参加するというものではなく、市民（地

域住民）が自ら企画し、それを商工会議所などが後押しするというものである。イベント

などは、実行に当たって組織の必要性や経費と様々な問題がある。そこで、基本的には経

費がかからず手づくりの「音楽祭」を実施しようということからこの動きが生まれた。近

年、ボランティアやＮＰＯといった組織が現れ、積極的にまちづくりに参加している。 
これまでのまちづくりを見てきてもわかるように行政主導には限界があり行き詰まりを

見せている。そうした中、このような組織が生まれ、行政では行き届かない部分を補って

いるのである。ソフト面は様々な価値観をもった人たちをいかにして中心市街地に呼び込

むかであるが、今後さらに音楽祭のほかにも各世代全体を魅了するイベントを行っていく

必要がある。 
以上のように高松市の中心市街地活性化策の一部を取り上げてみたが、現在はまだ事業

の進行中であり、はっきりとした成果はまだ見られないが、一つだけ明らかなのは、従来

の取り組みではなく、新しい発想が必要というのだけは確かである。そして、これからの

「高松丸亀町商店街を考える」というテーマで、アンケート（４）を行った結果、たとえば、

商業集積基本計画への補完要素としては、「魅力ある商店街づくり」の施策として、大規模

店舗の誘致は３２，０％で、中小規模の魅力あるテナントの導入による不足業種を補うが

６１，０％、具体的な補完業種としては、生活雑貨系の核店舗が５３，０％、飲食系の集

合店舗は３８，０％、ファッション系の集合店舗は３４，０％、生鮮市場系の核店舗は２

７，０％、デパート系の核店舗は２４，０％となっている。 
このほかにも、商店街以外のアメニティ施設による補完としては、大規模アメニティ施

設導入が４３，０％、小規模アメニティ施設導入が３３，０％、施設導入は不必要が７，

０％であった。具体的な施設候補は、コンサートホールが５３，９％、イベントホール・

貸会議室が４２，１％、映画館・劇場が３８，２％、カルチャーセンターが３６，８％、
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スポーツクラブが３４，２％、公園が２７，６％、行政の関連機関が２５，０％、美術館・

博物館が２１，１％、図書館が１９，７％、ホテルが１９，７％というように、人によっ

て求めているものが異なるし、大規模店舗の誘致より中小規模の魅力あるテナントの導入

による不足業種を補うが多いということは、人々は中心市街地に郊外のような全国画一的

な大型店舗ではなく、中心市街地にしかない新しい魅力を求めているのではないだろうか。

そのためには、今後さらに商店街の意識改革とソフト面における新しい企画を考え、時代

の流れにあったものにしていかなければならない。 
 
 
図表２－５  中心市街地における利用度の高い広場の比較  

  ４町パティオ 三越新館前広場 中央公園 
コトデンそごうデッ

キ 

        （現 天満屋） 

立地 
中央３商店街隣

接 
三越商店街に隣接 中心部隣接 交通結節点隣接 

  まちのど真ん中 まちのど真ん中 オフィス街の隣 駅の目の前 

規模 約６００㎡ 約７００㎡ 約３、５ｈａ 約６００㎡ 

広場

の 
特になし きれいに 広さ、緑、 特になし 

魅力   リニューアル 地下駐車場   

広場 広場に面して 三越、隣の建物の 広幅員道路 駅前広場 

周辺 店舗等が囲む 壁 ビル街   

催し

物 
自然発生的 企画イベント 様々な企画イベント 自然発生的 

人通

り 
多い 多い 少ない 多い 

出展：平成１２年度 TMO 高松事業構想推進・計画策定検討事業（事業設計・調査・シス

テム開発事業）報告書 
 
 
 
第 3 節 高松市の中心市街地活性化策の特徴と課題 
 
本章では、高松市の市街地が形成されてきた過程や中心部の状況、活性化策をみてきた

が、ここで、高松市の中心市街地活性化策の課題を指摘し、今後の高松市の中心市街地の

あり方を考えてみたい。 
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まず第１に、大規模再開発による活性化の基盤づくりである。「ＴＭＯ高松」による高松

丸亀町の市街地再開発事業や県、市が主体となって行っているサンポート高松事業は、巨

額の予算を投じて行うハコモノであり、従来の公共事業ともうけとれる。活性化は、子供

から高齢者まで広い世代の人口構成のバランス、居住環境の向上、商業、業務機能の中心

性の復活であるが、このような再開発がどれほど活性化に結びつくかが不明確であり、土

地区画整理が逆に、中心部の居住者の減少に拍車をかけることもある。 
そこで、このような大規模再開発の役割をはっきり明確化し、公共事業が最終目標では

なく、そのあとの生活空間としての市街地の再生を可能にできるような、中心市街地活性

化のためのアセスメント的なものを導入する必要がある。     
 第 2 は、商店街活性化にみる商業機能に対する投資の集中である。市街地整備事業と商

業施設の整備という手法だけでは不十分であり、それだけでは従来の商店街活性化だけに

なってしまい、また過去の失敗を繰り返すことになってしまう。よって、商業機能に対す

る投資をもっと居住空間の再生につながる事業に回すことが大切である。 
 第３は、シンボルゾーンをいかにしてリンクさせるかである。この問題は、これから高

松市にとって大きな課題になってくるのは間違いない。ＪＲの駅を中心としたサンポート

高松と民間の高松琴平電気鉄道を有する高松中央商店街の両者は、高松市中心市街地活性

化基本計画に含まれるもので、この両者をうまく機能させていくためには、この二極化し

た核をつなぐ移動の仕組みを考えていく必要がある。 
現在、商工会議所が主体となり四国経済産業局、香川県、高松市の補助と中央商店街の

協力を得て、図表２－６のルートで、一回につき１００円の「市内循環バス」を行ってい

るが、どちらか片方の核に偏ることがないように、両者の魅力を互いに高められる策を考

えなければならない。そのためには、それぞれの核の役割を明確にし、両方に人々が往来

するようにしなければならない。 
 第４は、広域的な公共交通機関の充実である。高松市の中心市街地に乗り入れている高

松琴平電気鉄道の経営難は、中心市街地の活性化に大きな影響をもたらしている。高松琴

平電気鉄道は「コトデンそごう」に出資しており、その倒産が今日の経営難に大きく影響

しており、県や市からの財政支援なしでは困難な状況になっている。民間企業の支援に対

して行政が支援するのはおかしいという声もあるが、高松琴平電気鉄道の路線は、高齢社

会をむかえた県内において不可欠の交通インフラである。これを失うことは、中心市街地

にアクセスする手段をひとつ失うことになる。今後、行政と高松琴平電気鉄道の協議が大

きな焦点となってくる。 
 第５は、商業施設にたよった活性化がまだ根強いことである。高松中央商店街は、北に

三越、南に「コトデンそごう」という２つの核を持ち成り立っている。しかし、「コトデン

そごう」の閉店後、南の核がなく、南北格差が問題となっていた。しかし、9 月１日に後継

店舗とし「高松天満屋」がオープンしたことにより、その南北格差が是正された。オープ

ン当時は、来客者は８０万人で、一日平均では平日は約２万人、土日は約４万５，０００
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人で県外からの来客も多かった。（５）「高松天満屋」のオープンは確かに人を中心部に呼び

戻すのに大きく貢献しているが、この状況が長く続くことはなく、徐々に落ち着いてくる

のは明白である。この状況を継続的に続けていくためには、もっと別の機能と合わせてい

くことが求められてくる。 
  高松市は、北に瀬戸内海があり、都市を「１８０度」しか利用できない。もし、他の

都市のように「３６０度」利用することができたら、もっとまち中をうまく利用でき、人

口もさらに多くなっていたかもしれない。しかし、逆に１８０度しか利用できない分、四

方八方ではなく、南へと一定方向にしか都市が拡散していかなかったのかもしれない。ど

ちらにしろ高松市にとって、景観等すばらしい条件がそろっており、ちょっと手を加えれ

ば、飛躍する可能性を大いに秘めている。これを生かすも殺すもそこに住んでいる人々次

第である。これまで、行政にまかせきりだったまちづくりを、今後は積極的に参加し、草

の根運動的に、たとえば、ごみ拾いなど身近なことを通じて、少しでも貢献していけば、

もっと元気なまちになっていくはずである。 
 
 
（注） 
１）高松市商工会議所 TMO 高松 2000 年 3 月 「平成１１年度 TMO 高松事業構想推

進・計画策定検討事業（コンセンサス形成事業）報告書」 
２）2001 年 2 月 21，22，23 日、5 月 1，2，3，4，5 日、8 月 17，18，19，20 日、11 月

14，15，16 日に現地調査 
３）「まちなか応援隊」とは、ＴＭＯ事業の中で、委員会、部会、消費者懇談会などに出席

している市民代表や高松まちづくり女性会議のメンバー、まちづくりに関心のある大

学生など１５人余が１９９９年に結成したボランティア団体。 
４）高松市商工会議所 TMO 高松 2000 年 3 月 「平成１１年度 TMO 高松事業構想推

進・計画策定検討事業（コンセンサス形成事業）報告書」 
５）四国新聞社ホームページ。  http://www.shikoku-np.co.jp/ 
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図表２－６ 市内循環バス路線 

 

 28



 
出所：高松市役所ホームページ  
 http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/sangyou/rousei/junnkanbasu.htm 
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第３章  高齢社会における中心市街地活性化の視角 
 
第１節 高齢者とまちづくりの経緯 
 
 これまで、第１章、第２章を通じて中心市街地の空洞化の背景、そして、それに対する

活性化策として香川県高松市の事例を検討していったが、インパクトに欠けるのが実感で

ある。その理由としては、あいかわらず市街地の再整備に重点が置かれ、高齢者という存

在を軸にした施策が見えてこないし、登場してくる場面もないからである。各自治体にお

いて、時代に適合したまちづくりを念頭に、さまざまな施策がつくられ、行われているが、

これから高齢社会をむかえるにあたって、この高齢者の存在をどのようにとらえているの

であろうか。 
これまで、中心市街地の活性化について検討してきたが、ひとつの答えとして、高齢者

なしでは活性化は考えられないし、高齢者こそが中心市街地活性化の起爆剤になるという

答えに行き着いた。あえて高齢者を取り上げたが、このほかにも子供たちといった「移動

弱者」すべてが含まれるが、とりわけ高齢者の存在を重視していけば、中心市街地の活性

化につながるのではないだろうか。よって、この章では、高齢者と中心市街地がそれぞれ

に対して、どのような役割を果たすかを考えてみたい。 
モータリゼーションの進展により、自動車中心の都市構造になっている現在、高齢者に

とってはたいへん生活しづらい環境になっている。たとえば、都市の郊外化にともない、

日常利用している病院が徒歩や自転車で行くのに困難な場所に立地したり、まちなかを歩

いていると無理やり地下を通らされたり、歩道橋をのぼらされたりと、移動するにも一苦

労の環境になっている。若い人たちが、ごく普通に昇り降りしている階段や段差は高齢者

にとっては大きな障害であり、車いすを利用している人にとってはなおさらのことである。 
 人は自立性を確立して、社会に何か貢献しながら生きていこうとする気持ちが、生きる

喜びや、生きがいをもたらすとすれば、高齢者にもできるだけこの気持ちをもって生活し

ていくことは大切である。そのためには、高齢者のような「移動弱者」に対して自由に移

動できる環境を確保しなければならない。高齢者が移動するには、中には人の助けを借り

なければ困難かもしれないが、できるだけ自分の力で移動することが自立性の確立につな

がる。 
 しかし、近年、バリアフリー化が進み、以前に比べて段差の少ない構造になってはいる

が、やはりまだまだ大きな障害になっている。 このことを考えていくと、やはりこれま

でのまちづくりは、自動車を利用する人を対象に、自動車を利用することを前提に考えら

れてきた気がする。だが、これからは、確かにまだまだ郊外化が進んでおり、利便性に慣

れた自動車から人々が離れていくことはないと思うが、まちを「コンパクト」にしていく

必要がある。 
「コンパクト」と考えると以前のような、一極集中ととらえられるかもしれないが、今
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後、人口の増加は見られず、経済も高度成長時代のような右肩上がりは見込めない。いま

の都市は成長型から成熟型になり、これまで蓄積してきたインフラをうまく再利用してい

く必要がある。そのためには、まちをコンパクトシティーにとらえて取り組んでいく必要

があるのである。 
 高齢者の日常行動圏の範囲は、だいたい半径１キロメートル以内だと思われるが、この

ことから高齢者にとっての移動空間の確保は、生活道路や歩道の整備となる。歩道の幅が

広く、段差のないものになれば、まち中を歩いているときに、知り合いに会い、立ち話が

できることから、快適で安心な移動空間が形成されるが、日本のほとんどの都市は、歩道

の幅が狭く、段差がある。しかも、自転車と歩行者が行き来し、歩きづらい環境になって

いる。私自身、若い世代から見ても現行の歩道は歩きづらいと感じるのだから、高齢者に

とってはなおさらのように思える。田舎のまちに行けば、人の往来、交通量が少ないので、

さほど気にならないかもしれないが、ある一定規模以上の都市になると歩道で立ち話をし

ていれば、自動車からクラクションを鳴らされたり、自転車からベルを鳴らされたりする。

これは、まち中に公園のような空間が少ないのもひとつの原因でもある。 
まち中には、飲食店のほかに、座ってゆっくりと話す空間が少ない。人は移動するから

には、疲労するし、休憩したくなるものである。ベンチや椅子など設置されてはいるもの

の、やはり公園や広場のようなくつろげる空間が必要である。そうすれば、まち中で出会

った人とベンチに座りながら話をしたりすることができ、高齢者にとっては人と接する機

会が増えてくる。 
ヨーロッパなどは座って話をする空間があり、ゆとりのあるまちというイメージがある

が、これはやはり広場的なものがまちの中に存在するからである。地方都市は大都市に比

べてまだまだ、土地に余裕があるのだから、まち中に、もっとゆとりのある場所を設置し

ていき、ゆとりの空間を作っていくことが望まれる。 
 次に、移動の手段であるが、高齢者にとっては、徒歩、自転車、バスが代表的である。

中心市街地で生活している人は徒歩、自転車である程度生活していけるが、郊外に生活し

ている高齢者にとっては公共交通機関が中心市街地にアクセスする手段になる。公共交通

機関は中心市街地を拠点に路線や運行数を設定しているが、最近では、中心市街地の衰退

にともない、路線の廃止、運行数の削減が見られてくるようになった。これには、郊外化

による駅前や中心市街地での交通拠点性が低下してきたからである。 
高齢者だけでなく子供たちにとって、公共交通機関は中心市街地にアクセスするための

手段なのに自動車の普及により、それを失いつつあるのも大きな問題である。だから、子

供たちも中心市街地に足を運ばなくなり、自分たちのまちというものに関心が薄れてくる

のではないだろうか。 
 だが、やはり中心市街地には郊外と比較するとまだまだ、多くの蓄積があり、以前に比

べれば人の往来は減ったが、まだ残っている。みんな元気なうちは郊外で生活しても苦に

はならないが、この先、10 年、20 年もしてくれば中心市街地で生活したほうが便利という
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気持ちになってくるはずである。実際、今は、郊外で生活してもかまわないが、年をとる

と中心部で生活したいという声を耳にする。 
今は、中心市街地の問題に取り組み出してから数年で、意識改革が行われているときで

あると思うし、そうあってほしい。だからこそ、自分が「移動弱者」になったときのこと

を考え、どの世代を対象にまちづくりを考えていくかが大切になってくる。弱い立場の視

点に立ってまちづくりを行っていけば、誰しもが最低限生活しやすい環境になるはずであ

る。人は健康を害したときに初めて、体に気を使い健康は大切だと思う。しかし、これが

末期的なものであれば手遅れになるのである。それと同様に、自動車社会を中心としたま

ちづくりをこのまま続けていけば、間違いなく訪れている少子高齢社会は生活のしづらい

環境になる。そうなる前に、これまで行われてきたまちづくりから脱却し、高齢者、子供

たちに配慮したコンパクトシティーの形成が望まれる。そのためには、中心市街地の活性

化は必要なのである。 
 
 
 
第２節 高齢社会における中心市街地の役割 

 
これまで中心市街地の活性化に対する施策を見てきたが、確かに少子高齢社会にともな

い、医療や教育環境の変化、バリアフリーなど社会変化が現れてきているものの、まちづ

くりの対象となる人が「交通強者」「移動強者」のように感じる。「交通弱者」「移動弱者」

に配慮した施策というものは盛り込まれているものの、実際においては効果が少ない。 
中心市街地は郊外と比較すると、やはりコミュニティーが発達しており、歩く機会が多

いことから高齢者にとっては生活しやすい場所である。しかし、その反面、駅はバリアフ

リー化が行われているが、まちの中には、階段や段差といった、まだまだ高齢者にやさし

くない環境になっている。 
しかし、高齢者にとって中心市街地は欠かせない存在であり、中心市街地にとっても高

齢者は切っても切れない存在となっている。その理由は、商店街そのものが、高齢者にと

って生活を維持するための場所であることと、高齢者のもつキャリアが、商店街や中心市

街地が生き残る大切な資源であるからである。 
高齢者には時間も知恵もあり、現在の若者には忘れがちな人々への思いやり、気配りが

ある。しかも、高齢者の中には、健康で、お金があり楽しい生活を送りたいという人も存

在することもあり、中心市街地を活性化させる担い手として大きな役割を果たしている。 
たとえば、東京の巣鴨地蔵通りはその例としてあげられる。渋谷や原宿など若者が集う

東京において、巣鴨は高齢者によって成り立っている。最近では、若者も巣鴨を訪れる傾

向も現れ、元気な商店街のひとつとして挙げられる。巣鴨は東京だから人が集まるといっ

た考えも確かにあるが、やはり高齢者たちの昔ながらの人情や知恵によって成り立ってい
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るのではないだろうか。 
しかし、地方都市においては高齢者が中心市街地で生活していくには、まだまだ未成熟

であり、今後さらに、中心市街地に生活しやすい環境と若い世代と接する機会をもっと増

やす必要がある。中心市街地における居住環境の悪化や、土地区画整理や宅地造成による

郊外部での土地、住宅の供給の増加などが、効外部への転出を助長したり、核家族化によ

り若い世代は、自動車の利用が便利な郊外へ転出していくのが今後さらに進んでいけば、

中心市街地での若い世代の居住者は減り、高齢化がますます進んでいく。そうなってしま

うと、中心市街地に生活する高齢者に対する支援は誰が行うようになるのであろうか。や

はり、福祉施設や在宅介護、ヘルパーに頼らざるをえなくなってくるが、高齢者は、誰も

が自宅で生活したいと思っているはずである。 
そこで、福祉的な観点から中心市街地を考えてみる必要もある。高齢者の中には、病気

で入院したり、家庭問題や経済的に施設に入所して生活していく人が多い。すなわち、高

齢者にとって自宅、病院、福祉施設の３つが常につながっており、これがひとつでも欠け

ると、生活に大きな支障をきたすことになる。 
だが、現在の都市構造を見ると、この自宅、病院、福祉施設がバラバラに位置している。

施設は土地の確保により、郊外に立地する例が多く、病院も総合病院化にともない規模が

大きくなり郊外に移転する例もある。郊外に生活する人たちにとっては、逆に便利のよう

にとらえられるが、そのような施設を利用するのは「移動弱者」である。それに、郊外に

点々と立地することが地域福祉を実現しにくくしているのも事実である。 
この地域福祉を確立していくためにも、図表３－１のように自宅、病院、福祉施設がう

まくかみ合っていく必要があり、中心市街地はその役割を果たしていくのではないだろう

か。 
たとえば、高齢者にとっては、相談、指導、助言を身近なところで得られることが必要

であることから、大型店舗の跡地や商店街の空き店舗に高齢者の生活を支援する施設を設

けて、商店街が地域福祉に貢献していけたらと考える。 
現在は、消費活動をメインに行われており、このような余裕がないが、今後、従来の消

費活動だけを続けていけば、商店街は確実に存在すら危機的になり中心市街地の衰退は免

れない。 
今、商店街に求められているのは、従来の消費の場だけでなく、コミュニティーの形成

の場や地域に貢献する役割である。消費はやはり郊外の大型店舗にはおそらく勝つことは

できず、ますます郊外化は進むと考えられる。そうした社会変化の中、商店街の意識改革

が求められており、消費の場に何か付加価値をつけた複合的な魅力ある場にすることが大

切である。 
その先進的事例として、私が実際に興味を持っており、今後このような事例が増えてい

くのではないだろうかと思う、中心市街地に居住空間を生む試みとして、空き店舗を改装

して利用した介護対応型マンションの事例を見てみたい。この事例は、栃木県佐野市にお
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ける試みで、中心市街地に立地していた核店舗が撤退した跡地を利用して事業を行ってい

る。まず始めに驚かされたことが、この介護対応型マンションは自治体からまったく補助

金をうけていない民間主導の試みである点である。 
もともと、中心市街地の活性化というより、医者として介護施設の必要性に駆り立てら

れたことがきっかけでこの事業を始め、これが中心市街地の活性化にリンクした形になっ

ている。以前、ある書籍を読んだときに、「まちづくりを考えるとき、以前までは技術的な

視点から取り組んでいたが、少子高齢社会にともない介護保険等、福祉の分野も勉強し、

取り入れていくことによりまちづくりに対する幅が広がった」というような文章を目にし

たのを思い出したが、まちづくり、都市問題は様々な要因が複雑に絡み合っており、ひと

つの問題を解決すればいいと言うわけにはいかない。福祉から中心市街地の活性化という

ように、人々が取り組んでいる一つ一つのことがネットワークのようにつながっているの

を改めて認識させられた。 
この事業展開の背景は、もともと医師であった松永安優美氏が、以前、痴呆や障害老人

というものが、あまり知られておらず、全国的に痴呆の人や、障害を持った老人の人たち

に対する理解が不足しており、悲惨な介護を受けていたのを目のあたりにしたことが事の

始まりであったという。以後、様々な問題を抱えながらも、老人保健施設や養護老人ホー

ムの設置などを行っていき、２０００年４月に介護保険制度が導入され、福祉に対する社

会的考えが以前より変わってきたことは確かである。そうした中、生活保護を受けている

人、身寄りのない人、家がない人のための施設として養護老人ホームを、また、少し余裕

のある人のために、この介護対応型マンションが考えたと、お話を伺いに訪問したときに

聞くことができた。（１） 
ここで少し、介護対応型マンションとはどういうものか見てみると図表３－２のように

なる。 
どうしここで、この比較表をあげたかというと、「介護対応型」マンションと、ケアハウス、

有料老人ホームとの違いを比較するためである。 
この図表３－２からもわかるとおり、介護対応型マンションは、ケアハウス、有料老人

ホームと比較すると年齢制限がない、家族の同居ができるという点と、これ以外に収入制

限がないことが大きな点としてあげられる。 
 養護老人ホーム等は、すぐに入所できないという問題点があり、たとえば、入所判定が

厳しく、財産や収入、家族のことを調べたりと、プライバシーにもかかわってくる。しか

し、この介護対応型マンションはそのような従来の問題を払しょくする新しい試みである。

だから現行の制度からして補助金をもらえないというわけであるが、始めて２年目になる

が、現在収益は大きくはないが黒字になっているということである。（２） 

 この試みは福祉的な視点で考えると、たいへんすばらしい取り組みであると思うし、こ

の施設を中心市街地に設立したというのが大きいと思っている。実際にこの介護対応型マ

ンションを訪問し、その周辺を探索してみたが、駅、市役所、病院、商店街、スーパーマ
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ーケット等生活に必要な施設はほとんど揃っており、生活しやすい環境であった。  
この施設の特徴としては、入居者は年齢層も広く、健常者もいるため、中心市街地が近

いこともあり、商店街や飲み屋に出かける人々が多く、商店街の活性化につながっている。

さらに、施設の１階フロア－をお祭りやイベント時に無料で貸しているため、イベントの

際には人々が集まりコミュニティーの形成にも役立っている。また、中心市街地に存在す

る病院と協働で行っているので、医者が施設に診療に来てくれたり、入居者が自ら選んで

病院に行くことができるということで、病院にとっても、患者にとってもメリットがある。 
短所としては、第１に、民間主導、施設のサービスの良さということもあり、料金が比

較的に割高であるという点である。しかし、東京から入居を求める人から見た場合、割安

に感じるそうで、当初は７割が東京からの人であった。現在は１：１の割合で入居してい

るとのことである。 
第２に、採算性を考えて、誰もがこのような事業に手をつけられないということである。

この介護対応型マンションは長い年月の積み重ねがあってこそ、事業として立ち上げるこ

とができたのだとお話してくださった。だから、介護対応型マンションの事例は少なく、

まだ全国的に根付いていないのが現状である。 
 ここでは、以上のように介護対応型マンションをとりあげたが、中心市街地には、これ

までの都市機能としての蓄積があり、核として機能してきたこともあり好立地である。よ

って、この介護対応型マンションのほかにも、様々な複合施設を考え出していくことが可

能であるが、ただ、そういった施設を作るだけでなく、中心市街地にどのようなメリット

をもたらすかを念頭に取り組んでいかなければならない。そのためには、長年、生活して

きた高齢者の経験は大切であり、「移動弱者」も取り込んで、総合的に中心市街地の活性化

策を考えていかなければならない。 
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図表３－１ 地域福祉に必要な高齢者の生活空間と中間施設 
 出所：月刊 地方分権 2 月号『特集 地域福祉創造に向けて』(ぎょうせい，2001 年)  

図表３－２ 介護対応型マンションと他の施設の比較   

  介護対応型 普通の ケアハウス 有料老人 

  マンション マンション   ホーム 

バス、キッチン、トイレ付    ○    ○    △    △ 

入会金   なし   なし    △    あり 

年齢制限   なし   なし    あり    あり 

家族の同居ができる    ○    ○    ×    △ 

大浴場    ○    ×    △    × 

食事    ○    ×    ○    ○ 

障害を持った場合の介護等    ○    ×    ×    △ 

プライバシーの保護    ○    ○    △    ○ 

バリアフリー、緊急通報装置    ○    ×    ○    ○ 

出所：悠楓園 『悠楓園のパンフレット』より作成 
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第３節 高齢者を含んだ中心市街地の活性化対策 
 
高齢者を含んだまちづくりは、昔ながらの人への思いやり、伝統、文化を取り入れてい

く中で、不可欠である。だが高齢者たちにとっては、移動に制限があり、現在のように郊

外化したまちづくりでは、適応しにくい。確かに自動車を運転し、元気で、活発的な高齢

者の人もいるが、大部分は「移動弱者」である。 
そのように考えると、やはり徒歩や自転車で移動できる中心市街地は魅力的で、高齢者

の積極的参加を可能にするのではないだろうか。そのためには、高齢者が中心市街地に居

住できる環境、生活しやすい環境を築く必要があり、居住するためのハード面の整備や、

高齢者が参加でき、生きがいをもてるイベントなどのソフト面を施策として基本計画に取

り入れていかなければならない。 
中心市街地を活性化させる担い手として、高齢者に注目することは大切なことであり、

高齢者が活性化のひとつのポイントになると確信している。そこで、高齢者が積極的に参

加できる仕掛けはないだろうかと考えたときに、中心市街地にある跡地や空き店舗に注目

してみた。 
中心市街地には、跡地がある地域が多く、その跡地利用が今後大切になってくる。跡地

は貴重なスペースであり、もともとまちづくりの核となる場所であったので、そこを再開

発することにより新たな核となるし、コミュニティーの発展の場として利用されたりと、

非常に重要な位置を占めている。これは小規模の跡地として、商店街の空き店舗も同様で

ある。 
商店街の空き店舗は、ソフト面のコミュニティーの形成やイベントを考える際に活用さ

れる事例が多く、中心市街地の活性化を行っていく時には欠かせない小さな跡地である。

大規模、小規模にかかわらず、跡地が今後どう利用されていくかが、中心市街地の活性化

に大きく影響していく。 
この小規模な跡地を利用して、高齢者が参加でき、生きがいをもてるようなイベントな

どのソフト面の施策を考えてみたい。高齢者といえば寝たきりや、病人というイメージを

する人がいるが、中には健常者もおり、この元気な高齢者の社会参加がまちに活力を与え

る大きな起爆剤になるのではないだろうかと私は考える。高齢者の中には、ボランティア

やＮＰＯに積極的に参加していく人、生きがいや、人と接したいがその機会や場がないと

思っている人、誰にも感傷されずにのんびり暮らしたい人など様々である。そこで、生き

がいや、人と接したいがその機会や場がないと思っている人をどう取り込んでいくかが大

きな鍵となる。 
現在にもみられるような、フリーマーケットや定期市は中心市街地の活性化において大

きな役割を果たしており、定期市は、高齢者を参加させていくのに絶好の機会だと私は考

える。もともと日本には昔から「市」というものが存在し、ごく普通に行われていた。「市」

のよさは、「フェイス・トュ・フェイス（ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅ）」で老若男女がお互
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いに声を掛け合い、話をすることができるという点である。 
一部の人から見たら、「フェイス・トュ・フェイス（ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅ）」は必

要ない、めんどくさいと考える人もいるはずである。これは人それぞれによって価値観が

異なるため、仕方のないことである。しかし、哲学的、文化的になるかもしれないが、こ

の「フェイス・トュ・フェイス（ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅ）」が失われつつあるからこそ、

生活していくには便利になりつつも、人間的にはどこか間違った方向に進んでいるような

気がする。青少年の犯罪や家庭問題など言い出したらきりがないが、すべてにおいて人と

人とが交わる機会が減ってきており、人はある一定の価値観の中に収まってしまい、新し

い発想が生まれてこない。だから、徐々に他人にも無関心になり、協働という考えを忘れ

ていく。そして、このような人々が増えていくと、やる気のある人も熱意がなくなってい

き、結局誰も無関心になるという最悪の事態に陥る。 
民間企業において、インターネッットの普及により従来と社会システムのあり方が変化

してきたが、結局は人と人が重要であり、それなしでは事業を行っていけない。それと同

じで、まちにもこの「フェイス・トュ・フェイス（ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅ）」が不可欠

である。だからこそ、コミュニティーの必要性が問われており、そのような機会を創造す

るのに有効なのが中心市街地であるからこそ、活性化させようとしているのである。 
では、｢市｣が開かれる場所としては、やはり中心市街地に存在する諸施設がほとんどで

ある。中心市街地には、公園等「市」を行うには最適なスペースがあり、徒歩や自転車で

いける範囲なので、「市」を行うには最適である。 
「市」に並ぶ品物は、果物、野菜、魚介類、肉類といった日常の生活必需品が挙げられ、

産地直送の「市」が多い。しかし、これではただ消費させるだけにとどまり、そのうち徐々

に人が減っていく可能性がある。そこで、産地直送の「市」だけでなく、高齢者などが自

ら作る手芸品を「市」に出して、見てもらったり、買ってもらったりする機会を取り入れ

ていく。 
たとえば、空き店舗を利用し、手芸品を作る教室などを開き、誰もが積極的に参加でき

る環境にし、そこで作ったものを定期市で展示していけば、高齢者にとって作る喜びがあ

り、励みになる。ここで忘れてはならないのが、このような試みにも子供たちや若い人々

も参加させていくことである。ただ、高齢者が空き店舗で手芸品を作るのではなく、子供

たちもそこに行き、高齢者と接することにより、様々なことを学ぶ機会を作るのである。

すなわち空き店舗を利用し「～教室」のようなものを行っていくのである。また、働きた

くても働く場がない人たちを軸に、空き店舗を定期的に貸し出し、子供たちと一緒に商店

を開くなどの試みを行っていくといった事例も行われていく必要がある。 
中心市街地を活性化していく過程で、高齢者と子供たちが接する機会をたくさん設けて

いく必要があると考えている。「祭り」になると世代の壁も関係なく人々が集まり、行政、

民間、住民が一体となって準備し、実行していく。あくまでも理想論になってしまうが、

この「祭り」のような大規模なイベントまではいかないが、月一回でも各世代が協働で行
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える機会を作っていく必要がある。その先駆けとして、定期市や若者の参加を促すために、

フリーマーケットを同時に行っていきつつ徐々に活性化の活路を見出していけばいいので

はないだろうか。 
中心市街地の活性化は、なかなか目ではわからないものであり、施策を行ったからすぐ

に結果が出るものではない。だからといって無策で終わらせるのではなく、定期市やフリ

ーマーケットのように各世代同士が「フェイス・トュ・フェイス（ｆａｃｅ ｔｏ ｆａ

ｃｅ）」の機会を増やしていくことが大切であり、それを根源として行っていかなければ本

当の意味の活性化にたどり着かないのではないだろうか。 
 
 
（注） 
１）2000 年 11 月 26 日における、医療法人聖生会理事長 社会福祉法人裕母和会会長 医師

である松永安優美氏とのインタビュー 
２）2000 年 11 月 26 日における、医療法人聖生会 松永医院事務長である長谷川芳春氏との

インタビュー 
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おわりに －中心市街地活性化における課題と戦略－ 
 
 これまで中心市街地の活性化についていろいろ見てきたが、この活動主体はいうまでも

なく、行政、民間、市民である。よく「パートナーシップのまちづくり」という言葉がで

てくるが、この行政、民間、市民が一体になって機能している都市は、マネージメントが

うまくいっている。このことは、ごく一般に言われていることで教科書どおりかもしれな

いが、実際に中心市街地を活性化させる試みを始めて数年がたった今、改めてこの 3 者の

協働が不可欠であることを改めて認識させられた。 
この 3 者のそれぞれの特徴をもっと相互に尊重しあい、高めていかなければ、より質の

ある都市を形成していくことはできないのである。そのためには、各セクターがそれぞれ

独自の役割を持ち、トライアングルのひとつとして機能していかなければならない。 
 まず、行政であるが、このセクターは、施策を行なっていく上での実行者として中心的

存在になってくる。しかし、その内部組織は一体となっておらず、まだまだ縦割り行政が

健在化している。中心市街地活性化法は、都市の整備と商業の振興を一体的に推進し、中

心市街地を活性化させようという趣旨で制度化されたにもかかわらず、その制度は従来の

まちづくりどおり、都市計画課や商工労政課が受け皿となり、中心となって行われている。 
確かに、都市計画課や商工労政課は、まちづくりに関してノウハウをもってはいるが、「都

市の整備と商業の振興を一体的に推進」することを強調し、従来のような単発的な施策で

は駄目だというのを頭にありながらも、その組織の仕組みが変わらないのは不思議である。

自治体によっては、新しく部署を設けて、都心活性化対策室やまちづくり推進室といった

ものが存在するが、その中身はどれだけ縦割りをなくし、機能しているかはわからない。 
今後、再開発や区画整理のハード面は都市計画課、住宅政策は住宅課、商業政策は商工

労政課、福祉政策は福祉課といった個別政策ではなく、各課を集めて１つにするといった

政策実施のための窓口となる部署を設ける必要がある。中心市街地の空洞化に歯止めをか

け、活性化させることは、各自治体において急務となっており時間的な勝負ともなってい

る。結果はなかなか目に見えず、早急に出るわけではないが、政策実施のスピードが大切

なのは確かである。このスピードを追求していくためにも部署間の事業の統合が求められ

てくる。 
さらに、情報の利用の仕方も大切である。行政は、情報公開、説明責任、住民参加の拡

大に具体性をもたせなければならない。たとえば、小学校区レベルで情報を収集分析し、

情報を共有して、活性化を住民とともに取り組んでいく必要がある。そのためには、行政

には、活性化においてコーディネータ的役割も果たさなければならない。 
 次に民間であるが、民間活力は効率性、迅速性を武器に中心市街地の活性化に大きな役

割を果たす。介護対応型マンションのように民間には時代の流れにそって、社会変化をう

まくとらえ、迅速に適応できる能力がある。利益を追求することもあり、消費者のニーズ

に対するサービスを的確にとらえ、新しい発想で次々に施策を生み出す。だが一方で、行
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政と異なり公平性という部分には欠け、利益の有無によって、突然サービスを停止したり、

撤退するといったこともある。 
よく第 3 セクターはうまくいかないという声があるが、民間と行政が今後ますます連携

していくことは必要である。大型なハコモノの第 3 セクターとは違い、地域に根付いた活

動に対する民間と行政の連携は、非常に力強く感じる。近年、ＰＦＩ（民間資金活用によ

る社会資本整備）という方法もあるが、自治体においては財政的に苦しい地域もあり、い

かにして財政を確保するかも大きな問題である。そのためには、民間の力を大いに利用し、

民間と行政が協働で取り組んでいく必要がある。 
 最後に、市民であるが、このセクターはコミュニティーの形成という意味でも大きいし、

中心市街地の活性化は、「ひとづくり」すなわち「人の育成」でもある。 
自分たちのまちに対する思いがあり、自分たちの力で変えて行きたいという気持ちは大

切であるが、この気持ちはどちらかというとまだまだ少ない。その理由としては、小さな

声は実際に反映されないという先入観がみんなの中にあるからである。しかし、この小さ

な声が、一人一人に届き、みんなが同じまちなか再生に立ち上がろうとすれば、大きな声

となり反映されてくる。今日、ＮＰＯやボランティア団体が頻繁に登場してくるのは、こ

の小さな声が徐々にみんなに浸透してきている証拠であるし、自分たちの力で何かできな

いかという意識改革が行われているにちがいない。 
 ＮＰＯは、福祉、医療、環境、防災、まちづくり等の課題になっている多くの問題に取

り組んでおり、まちづくりにおいては、地域問題の解決、公共サービスの一部を担う組織

として、独立性、専門性を備えた団体として期待されている。ＮＰＯの活動は、地域の生

活に基礎をおくコミュニティー組織と連携を強めることによって、まちづくりに貢献する

ことができる。 
 一方、ボランティア団体は、各個人の問題関心と自己責任に基づいて各課題に自律的に

取り組んでいる。まちづくりは、このようなボランティア団体の活動に支えられて発展し

ている面を多く持っていることを忘れてはならない。 
 このように、行政、民間、市民とそれぞれ各自が自分たちの役割をもっており、そして、

それぞれのセクターが相互に機能していかなければならない。だが、やはり中心市街地の

活性化においての主役は、そこに住む市民（地域住民）であり、コミュニティーが重要に

なってくる。これからは、市民を中心としたコミュニティー主体による中心市街地の活性

化を実現していかなければならない。 
 まちには、人、お金、物、情報と様々なものがある。特に、中心市街地はそれが集中し

ている地域である。かつて中心市街地に活気があったのは、中心市街地に何か求めるもの

があったからこそで、今、その何かが失われつつある。利便性、快適性と人によって求め

るものは違うが、そういった個人の求めるものではなく、社会全体的なコミュニティーが

中心市街地から失われているのではないだろうか。 
これは、第 1 章で述べた、中心市街地の空洞化の原因と背景からもわかるように、外部
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的要因によるものが大きいが、コミュニティーがまち中からなくなりつつあるのは事実で

ある。コミュニティーといっても、人によって概念が異なり、いろいろなとらえ方がある

が、ここでいうコミュニティーとは、「各世代が壁をつくらず交流し合ったり、知らないも

の同士が行き来する際に、偶発的に出会い、そこで、趣味や思考が合うことにより物事が

生じること」と定義づける。 
中心市街地は統計からもわかるように、高齢化が進んでいる。これは、核家族化により

若い世代が中心部から離れているからであるが、活性化には若者は必要不可欠である。そ

して、その若者が成長、育成されていくためには高齢者の力が必要になってくる。だから

こそ各世代の壁を取り外し、接することが大切なのである。 
一番住みたい、魅力あるまちというのは、各世代がまち中に存在し、コミュニティーが

活性化し安定しているまちではないだろうか。まちは一人の力だけでなりったているわけ

ではなく、様々な価値観や知識を持った人たちが集まり、それがもとで活性化され、何か

問題が生じたときには、その人たちの支援や協力を得て解決していく。 
田舎に行くと、まだ農村型コミュニティーが残っており、近所の家に、農作物などを届

けたり、人手が必要なときには手伝いをしてくれる。そして、自然的にＧＩＶＥ ＡＮＤ 

ＴＡＫＥの関係が成り立っている。そこには、見返りを求める人も少なからずはいるかも

しれないが、大部分は善意で親切心からそのような行動を起こしている。 
一方、都市においては、この農村型コミュニティーがほぼなくなり、愛着心や連帯意識

というものが欠如してきている。社会変化にともない、必ずしも農村型コミュニティーが

よいともいえないが、自然的な「ギブ・アンド・テイク」の関係は必要だと思う。 
 中心市街地の活性化において、この人と人とのつながりは大切であり、これがなければ

うまくいかない。これまで、様々な施策を行ってきたが成功にいたらないのは、このコミ

ュニティーに対する人々の意識改革が不十分だからではないだろうか。再開発や区画整理、

箱ものの建設といったハード事業や空き店舗対策やイベントといったソフト事業は確かに

必要である。しかし、今そのような条件はととのいつつあり、それを生かすためには、そ

こに住む市民の意識改革である。 
 これまで、中心市街地の活性化を担うのは、行政や民間であり、自分たちは関係ないと

感じている人もいるはずである。そうした中でも、ＮＰＯやボランティア団体を立ち上げ、

積極的に参加している市民もいる。ＮＰＯやボランティア団体に参加してわざわざと考え

るのではなく、ちょっとした一歩を踏むだけで大きく変化してくる。たとえば、自発的に

周辺のごみ拾いをしたり、まちなかのイベントに参加してみたりするだけでも、活性化に

参加したことになる。規模は小さいかもしれないが、これがのちのち大きくなり、形とし

て現れるかもしれない。何もやらなければ無であり、それ以上は何も起こらない。活性化

をどうとらえるかは人それぞれであるから、まずはそんなに深く考えずに何気なくやる行

動が新しい発見と出会いを生み出す。 
 これまで都市の形成というのは、「都市計画」ととらえられ、行政主導であった。だが、
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近年においては、「まちづくり」ととらえ、行政主導だけでなく、市民参加やＮＰＯのよう

に市民からの自発性が見られるようになってきた。ＮＰＯがまちづくりに欠かせなくなっ

たのは、その主体がそこに住む市民だからである。ＮＰＯの出現により徐々にではあるが

市民の意識改革が現れだしてきているが、そこに参加していない市民たちが今後重要にな

ってくる。 
 中心市街地の問題は、物理的な視点が強調され、ソフト的な文化や哲学があまり重要視

されてない感じがする。もし仮に、今後、市町村合併で周辺の自治体と合併していき、拡

大していく都市があるとしても、コミュニティーがしっかりしていれば都市の規模が拡大

しても対応していけるはずである。そのためにも、中心市街地を考えていく際に、市民の

意識改革はもとより、コミュニティーに対する考えを行政、民間、市民が一体になって、

もう一度見直さなければならない。そうすれば、活性化の最終目標である中心市街地への

居住促進にもつながるし、自動車利用に対する意識改革、コンパクトシティーの形成の可

能性もでてくるはずである。 
 中心市街地の活性化において忘れてはならないのは、コミュニティーに対する意識改革

であることはわかった。それは世代間の壁をつくらず、誰しもが自然に出会い、何かを生

み出す。そのためには、人々が住んでいるまちに対して関心を持つようにしなければなら

ない。よって、そこからがすべての始まりである。 
 では、今後の中心市街地の展望として、直面している問題への対応を考え、住む、働く、

時間を過ごすを軸に、活性化を考察してみたい。 
 まず第１に、中心市街地における居住人口の減少と高齢化によるコミュニティーの消失

である。居住人口を中心市街地に戻すには、駐車場の問題、地価の問題等でたいへん難し

いことである。よって、建物の高度化をはかり、ただの居住空間だけではなく、複合施設

として都市型居住住宅の開発を行い、居住空間の確保に努める必要がある。 
さらに、高度化はまだまだ地方都市においては根付かない傾向にあるし、マンションや

複合住宅は値段的に高くて無理だというニーズに応えるために、中心市街地に存在する空

き店舗や空き家などを行政がリフォームしたり仲介したりすることによって、居住促進を

進めるのもひとつの施策である。 
活性化の鍵は、やはり居住を促進することで、これを重点的に行わなければならない。

そのためには、ほかに、中心市街地における居住者用のサービス施設の充実が大切である。

一人暮らしの人にとっては、スーパーマーケットのように袋に入ったまとめ買いより個店

の単品買いのほうが便利だし、逆に、家族となるとスーパーマーケットでまとめ買いした

ほうが安くなる。よって中心市街地に人々が住むためには、生活に必要な様々な施設を整

備する必要があるし、それぞれのニーズを満たす環境にしなければならない。 
 そして、中心市街地は繁華街ということもあり、騒音問題は重要なテーマで、中心市街

地に居住したくない理由のひとつになっている。そこで、これを両立させるためには、夜

間営業地域と住宅地域の分離を行う必要がある。 
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 ここで注意する点としては、単に住宅供給を増やすというだけでなく、これまでにない

ような質、デザインのよい、住宅のモデルをそれぞれのまちの環境、立地場所にあわせて

独自に生み出すことが必要である。そしてさらに、住宅のデザインや、質などについての

みならず、まちなかの居住における生活サービスの質の向上と、各世代の生活様式に合わ

せ、それぞれの世代が使い勝手がよく、居心地がよいと感じる新しいまちなか居住空間モ

デルをつくることが非常に重要である。 
人が住み、そこが生活の場になれば、たとえば、高齢者が歩いていけるところに福祉施

設や病院があったり、また子供にとっても親にとっても近くに学校や文化施設、育児施設、

あそびの空間があることが望まれる。特に、高齢社会においてまちなかに居住を考えると、

病院や福祉施設の配置のあり方は重要になってくる。 
 つぎに、働く場所の減少である。これに対しては、新規産業の育成があげられる。「中心

市街地の活性化問題は、単なる商店街活性化対策だけでなく、地方都市経済の振興という

視点に立った新たな産業起こしの課題を内包した産業構造変革の産業政策のことである。

その新たな産業創出の対象地区が中心市街地でもあり、新産業育成なのである」（１）という

ように、中心市街地が活性化すれば雇用の創出にもつながる。 
 日本は深刻な不況に陥り、完全失業率も日々増加している。地方都市においては、企業

の撤退や人員削減、倒産と雇用に対する問題が深刻化している。製造業などは、どんどん

海外に工場を移し、国内では産業の空洞化がおこっている。そうした中、雇用を生み出す

には都市型のサービス産業しかない。 
 たとえば、駅や商店街の近くに保育園を開設する例はどうだろうか。女性の社会進出に

ともない、保育施設を充実するニーズが高まっていることに着目し、駅や商店街周辺のス

ペースを有効活用したり、主婦が大部分送り迎えしているので、そのついでに買い物をし

てもらえば収益確保も目指せるし、通勤時間のロスを最小限に抑えるメリットがある。 
 そのほかにも、情報発信基地を商店街にもうけ、中心市街地に関する情報をそこから発

信したり、いじめ等に関する相談窓口など、いろいろな雇用創出が考えられる。さらに、

雇用創出とは別に、ハローワークや人材育成施設や行政の出張所等を、商店街近くに設置

したら人を引きつけることもできるのではないだろうか。 
 新しい産業を生むためには、数年間の固定資産税の免除などの税制優遇措置といった支

援や土地の定期賃借を活用したりするなど、中心市街地への再投資の際、地価負担をでき

る限り減らす工夫をすれば、投資効率は向上し、新規参入に結びつく。 
 つぎに、自動車問題であるが、これに関してはかならずしも自動車を中心市街地から排

除するという極端な考えより、利便性があり、ここまで人々の生活に定着していることを

考えると、うまく利用し、抑制していく施策が必要である。たとえば、中心市街地内は一

方通行にし、ただ通過するという車両を極力減らし、中心市街地への来客者や居住者に重

点を置いた道路政策を行うのはどうだろうか。郊外に住んでいる人にとっては逆に不便で、

一層中心市街地へのアクセスを拒否させるかもしれないが、中心市街地は歩行空間の確保
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の優先、周遊空間であるため、そのような環境づくりが必要だという意識改革を持たなけ

ればならない。中心市街地に郊外には絶対無いブランド的なものが存在すれば、人はいや

おうなしに流れていくはずである。行政機関や映画館はもとより、ブランドショップや行

列ができるような飲食店、ショップなどを配置していくことも平行しておこなう必要があ

る。 
さらに、駐車場問題も料金の改善や中心市街地内の共同利用などを行ない、スタンプラ

リーで、それがいっぱいになれば無料になるなどの施策も考えられる。また、来客者の行

動に合わせた料金体系も考える必要がある。たとえば、映画をみるには費用が１，５００

円、時間的に２、３時間はかかるため、まちなかに駐車すれば、５００－１，０００円か

かるので合計２０００－３０００円かかる。そう考えると、誰しもが損した気分になり、

映画を観るのを控えるかもしれない。買い物でも、駐車料金が何千円以上買い物すれば２

時間まで無料といっても、のんびり、じっくりと買い物ができない。 
今、まちには空間、時間、雰囲気などゆとりが求められている。社会的、経済的に人々

はのんびり時間を過ごし、心に余裕を持ちたいのである。それは、カフェブームや癒し系

というものが人気を集めていることからもわかる。中心市街地という場所はそういった人

に対して、ゆとりや安らぎを持たせる場所でなければならないし、郊外と比較したらその

要素は大きく含んでいる。そして、中心市街地が魅力的になることによる都市全体への波

及効果は大きく、また、市民の自信と誇りの源泉となるのはまちがいない。そのためにも

中心市街地は必要であるし、活性化していかなければならない。 
 
 
（注） 
１）大川照雄、大川道一、宮庄秀一 『都市型社会の街づくり 中心市街地再活性化とＴ

ＭＯの実践』 （同友館，2000 年） ３６頁。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 45



あとがき 
 
そもそも、その中心市街地はどこかと質問されると正確に答えられる人はどれだけいる

だろうか。以前は、駅や商店街等に行けば賑わいがあり、その地域が都市の顔として機能

しており、コミュニティーの形成や偶発的に人と出会うことにより新たな発見や学ぶ機会

を与えるなど、ただ消費の場だけにとどまらず、人の育成にも大きく貢献してきた。 
ところが、モータリゼーションの進展、中心市街地の高地価等を原因として、居住機能、

商業機能、行政機能、業務機能等が郊外に広がっていくことにより中心市街地が都市の核

としての役割を失い、コミュニティーの崩壊につながっている。 
例えば、大型店舗の郊外進出にともない、ロードサイド店が増加し、「～通り」と称した、

あたかも都市の顔的役割の地域が生じ、そこに自動車で行って、買物をして帰るといった

型にはまった行動を繰り返しているだけになっている気がする。確かに、自動車社会であ

る今、大型店舗などがある郊外に行けばなんでも商品が揃っており、あちこち移動する必

要はなく便利であるが、ソフト面のコミュニティーの形成や新たな発見、学ぶ機会を考え

ると疑問を感じる。   
私が子供のころは、ただ買物に行くだけでも冒険みたいな気分で、店の人と雑談するこ

とによって、知らない情報や興味を持たせてくれるきっかけを創造してくれたり、悪いこ

とや非常識なことをしていたら注意され考えさせられる機会が多々あったが、今日このよ

うな機会に接することは少なくなった。 
話はそれるかもしれないが、今、子供たちのマナー、モラルが問題になっているが、私

はさきほど述べたように、子供たちにコミュニティーの形成や新たな発見、学ぶ機会に接

することが少なくなっていることが大きく影響していると感じる。昔は、頑固おやじ的な

人が存在し、親から学ぶだけでなく、他人から学ぶことも多かった。しかし、核家族化や

女性の社会進出で共働きが増加することにより、親と子供が接するという機会すら少なく

なっている状況において、子供たちが、誰から、どこから学ぶことができるのだろうか。

学校だけでは学ぶといっても限界がある。そこで、以前のようにまちに行って、他人から

学んだりする機会、人と接する機会が必要不可欠になるのではないだろうか。 
一方で、高齢者にとっても人と交わる機会が生じることにより生きがいというものが見

出せるはずである。NPO やボランティアに参加する高齢者が多いのは、そういった機会を

求めている人が少なからずいるからだと考えられる。 
このように、中心市街地を活性化させることにより、子供たちや高齢者にコミュニティ

ーの形成や新たな発見、学ぶ機会を創造することができるのではないだろうか。従来のま

ちづくり、活性化というのはどちらかというと「交通強者」、「移動強者」に対して行われ

ていた気がするが、これからは、「交通弱者」、「移動弱者」も含んだまちづくり、活性化を

行っていく必要がある。すなわち口で言うのは簡単かもしれないが、まち全体で取り組ん

でいかなければならない問題である。 
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これから都市間競争がますます進む中、都市の魅力作りは各自治体において大切なこと

であり、そこに住む人々にとっても自分たちのまちに誇りを持ち、住みやすいまちの方が

よいはずである。「あなたのまちの中心市街地はどこですか」と質問をしたときに返ってき

た言葉が、その都市の郊外にある全国どこでもあるような大型店舗を中心とした地域だっ

たら誰しも興味を示してくれないはずである。だからこそ、中心市街地の活性化が全国各

自治体で叫ばれているのではないだろうか。 
最後に、お忙しい中、この論文を完成するのにあたってご尽力くだされた、宇都宮大学

国際学部の中村祐司先生、並びに、現地調査、アンケート調査にご協力いただいた、高松

市役所商工労政課、高松市商工会議所、介護対応型マンション悠楓園の職員の方々、各自

治体の中心市街地活性化に取り組んでいる各課の方々、誠にありがとうございました。こ

の場を借りて厚くお礼申し上げます。 
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